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No. 事業・取組名 再掲 関連施策 担当部 ページ

1
困難を抱える子ども・世帯を早期に把握し必要な支援に結びつける体
制の強化（子どものくらし支援コーディネート事業）

子）子ども育成部 4

2 子どもの貧困への理解の促進 子）子ども育成部 4

3 スクールソーシャルワーカーの活用 教）学校教育部 4

4 スクールカウンセラーの活用 教）学校教育部 4

5 ひきこもり対策推進事業 保）障がい保健福祉部 5

6 困難を有する若者への相談支援及び支援機関ネットワークの充実 子）子ども育成部 5

7 妊婦支援相談事業 保）保健所 5

8 初妊婦訪問事業 保）保健所 5

9 乳児家庭全戸訪問事業 保）保健所 5

10 産後のメンタルヘルス支援対策事業 保）保健所 5

11 子育て支援総合センター、区保育・子育て支援センターにおける相談支援 子）子育て支援部 6

12 「こそだてインフォメーション」 子）子育て支援部 6

13 子育てサロン 子）子育て支援部 6

14 早期からの教育相談・支援 教）学校教育部 7

15 教職員研修の充実 教）学校教育部 7

16 思春期特定相談事業 保）障がい保健福祉部 7

17 子どもの権利救済機関による相談支援（子どもアシストセンター） 子）子どもの権利救済事務局 8

18 民生委員・児童委員 保）総務部 8

19 養育支援員派遣事業 子）児童相談所 9

20 児童相談所・区家庭児童相談室における相談支援 子）児童相談所 9

21 児童家庭支援センターにおける相談支援 子）児童相談所 9

22 子ども安心ホットライン 子）児童相談所 9

23 母子・婦人相談員、ひとり親家庭支援センターによる相談支援 子）子育て支援部 9

24 生活困窮者自立支援事業 保）総務部 9

追加 障がい者相談支援事業 保）障がい保健福祉部 10

追加 障がい児等療育支援事業 保）障がい保健福祉部 10

1 地域における支援機関や団体等との連携促進 子）子ども育成部 11

2 児童相談体制の強化 子）児童相談所 11

3 必要な支援策を届ける広報の充実 子）子育て支援部ほか関係部 11

4 幼保小連携の推進 教）学校教育部 11

5 保健と医療が連携した育児支援ネットワーク事業 保）保健所 12

6 要保護児童対策地域協議会 子）児童相談所 12

7 さっぽろ子ども・若者支援地域協議会 子）子ども育成部 12
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No. 事業・取組名 再掲 関連施策 担当部 ページ

「札幌市子どもの貧困対策計画」事業・取組一覧

基本施策

1 子ども医療費助成 保）保険医療部 13

2 乳幼児健康診査 保）保健所 13

3 乳幼児健康診査における栄養指導 保）保健所 13

4 ５歳児健康相談事業 保）保健所 13

5 歯科口腔保健推進事業 保）保健所 13

6 ひとり親家庭等医療費助成 保）保険医療部 14

7 未熟児養育医療給付 保）保健所 14

8 自立支援医療（育成医療） 保）保健所 14

9 結核児童療育給付 保）保健所 14

10 小児慢性特定疾病医療費支給 保）保健所 14

11 障害児通所給付費 保）障がい保健福祉部 14

追加 赤ちゃんの耳のきこえ支援事業 保）保健所 15

12 保育ニーズに応じた保育施設等の整備促進 子）子育て支援部 15

13 第２子以降の保育料無料化事業 子）子育て支援部 15

14 妊婦一般健康診査 保）保健所 15

15 私立幼稚園就園奨励費補助金事業 子）子育て支援部 15

16 実費徴収に係る補足給付事業 子）子育て支援部 16

17 保育所等の利用調整 子）子育て支援部 16

休日保育 子）子育て支援部 16

夜間保育事業 子）子育て支援部 16

時間外保育事業 子）子育て支援部 16

一時預かり事業 子）子育て支援部 16

病後児デイサービス事業 子）子育て支援部 16

ファミリー・サポート・センター事業 子）子育て支援部 17

市立幼稚園預かり保育事業 教）学校教育部 17

19 子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 子）児童相談所 17

20 保育センター運営 子）子育て支援部 17

21 助産施設 子）子育て支援部 17

22 産後ケア事業 保）保健所 18

追加 認可外保育施設等利用給付事業 子）子育て支援部 18

追加 幼児期の教育に関する保護者等への支援 教）学校教育部 18

1 若者の社会的自立促進事業（学習支援） 子）子ども育成部 18

2 「学ぶ力」の育成 教）学校教育部 18

3 家庭教育事業 教）生涯学習部 19

4 札幌まなびのサポート事業 保）総務部 19

5 ひとり親家庭学習支援ボランティア事業 子）子育て支援部 19

6 スタディメイト派遣事業 子）児童相談所 19

7 アイヌ民族の児童・生徒の学習支援 市）市民生活部 19

追加 札幌市教育センター（日本語教室） 教）学校教育部 19

8 スクールソーシャルワーカーの活用 【再掲】 1-1 教）学校教育部 20

9 スクールカウンセラーの活用 【再掲】 1-1 教）学校教育部 20

10 子どもの学びの環境づくり事業 子）子ども育成部 20

11 相談支援パートナー事業 教）学校教育部 20

12 不登校児童生徒に対する相談・支援 教）学校教育部 20

追加 札幌市帰国・外国人児童生徒教育支援事業 教）学校教育部 21

追加 学びの支援総合センター事業 教）学校教育部 21

13 高等学校等生徒通学交通費助成 教）学校教育部 21

14 就学援助 教）学校教育部 21

15 奨学金支給 教）学校教育部 21

16 札幌市特別奨学金支給事業 子）子育て支援部 21

17 義務教育児童生徒遠距離通学定期料金助成 教）学校教育部 21

18 特別支援教育就学奨励費 教）学校教育部 22

19 高等学校定時制課程教科用図書給与 教）学校教育部 22

20 高校生留学支援事業 経）国際経済戦略室 22

1 地域における子どもの居場所づくりの推進に向けた取組 子）子ども育成部 22

2 新型児童会館整備 子）子ども育成部 22

3 児童会館、ミニ児童会館 子）子ども育成部 23

4 放課後子ども教室 子）子ども育成部 23

5 札幌市児童育成会運営委員会補助 子）子ども育成部 23

6 サッポロサタデースクール事業 教）生涯学習部 23

7 プレーパーク推進事業 子）子ども育成部 24

8 子どもの体験活動の場支援事業 子）子ども育成部 24

9 少年団体活動促進事業 子）子ども育成部 24

10 進路探究学習オリエンテーリング事業 教）学校教育部 24
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No. 事業・取組名 再掲 関連施策 担当部 ページ

「札幌市子どもの貧困対策計画」事業・取組一覧

基本施策

1 若者の社会的自立促進事業（学習支援） 【再掲】 2-2 子）子ども育成部 25

2 困難を有する若者への相談支援及び支援機関ネットワークの充実 【再掲】 1-1 子）子ども育成部 25

3 公立大学法人札幌市立大学運営費交付金の交付（授業料の減免） 政）政策企画部 25

4 中学校卒業者等への進路支援事業 子）子ども育成部 25

5 社会体験機会創出事業 子）子ども育成部 25

6 市立札幌大通高等学校支援事業 教）学校教育部 25

7 フレッシュスタート塾事業 経）雇用推進部 26

8 ワークトライアル事業 経）雇用推進部 26

9 就労支援コーディネーター派遣事業 子）児童相談所 26

10 児童養護施設等入所児童への大学進学等奨励給付事業 子）児童相談所 26

11 奨学金支給 【再掲】 2-2 教）学校教育部 26

12 札幌市特別奨学金支給事業 【再掲】 2-2 子）子育て支援部 26

追加 公立夜間中学設置検討事業 教）学校教育部 26

13 ひきこもり対策推進事業 【再掲】 1-1 保）障がい保健福祉部 26

14 思春期特定相談事業 【再掲】 1-1 保）障がい保健福祉部 26

1 女性の多様な働き方支援窓口運営事業 経）雇用推進部 27

2 ひとり親家庭スマイル応援事業 子）子育て支援部 27

3 高等職業訓練促進給付金事業 子）子育て支援部 27

4 高等職業訓練促進資金貸付事業 子）子育て支援部 27

5 ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 子）子育て支援部 27

6 自立支援教育訓練給付金事業 子）子育て支援部 27

7 就労ボランティア体験事業 保）総務部 27

8 就労支援相談員 保）総務部 28

9 生活困窮者自立支援事業 【再掲】 1-1 保）総務部 28

1 母子・父子・寡婦福祉資金貸付事業 子）子育て支援部 28

2 住宅確保要配慮者居住支援事業 都）市街地整備部 28

3 児童手当 子）子育て支援部 28

4 児童扶養手当 子）子育て支援部 29

5 特別児童扶養手当 保）障がい保健福祉部 29

6 災害遺児手当 子）子育て支援部 29

7 障害児福祉手当 保）障がい保健福祉部 29

8 生活困窮者自立支援事業（住居確保給付金） 保）総務部 29

9 アイヌ住宅建築費等貸付事業 市）市民生活部 29

10 市営住宅への優先入居 都）市街地整備部 29

1 児童相談体制の強化 【再掲】 1-2 子）児童相談所 30

2 養育支援員派遣事業 【再掲】 1-1 子）児童相談所 30

3 社会的養護自立支援事業 子）児童相談所 30

4 児童相談所・区家庭児童相談室における相談支援 【再掲】 1-1 子）児童相談所 30

5 児童家庭支援センターにおける相談支援 【再掲】 1-1 子）児童相談所 30

6 子ども安心ホットライン 【再掲】 1-1 子）児童相談所 30

7 児童養護施設等入所児童への大学進学等奨励給付事業 【再掲】 3-1 子）児童相談所 30

8 社会的養護体制整備事業 子）児童相談所 30

9 スタディメイト派遣事業 【再掲】 2-2 子）児童相談所 31

10 就労支援コーディネーター派遣事業 【再掲】 3-1 子）児童相談所 31

11 要保護児童対策地域協議会 【再掲】 1-2 子）児童相談所 31

1 ひとり親家庭スマイル応援事業 【再掲】 4-1 子）子育て支援部 31

2 高等職業訓練促進給付金事業 【再掲】 4-1 子）子育て支援部 31

3 必要な支援策を届ける広報の充実 【再掲】 1-2 子）子育て支援部ほか関係部 32

4 母子・父子・寡婦福祉資金貸付制度 【再掲】 4-2 子）子育て支援部 32

5 高等職業訓練促進資金貸付事業 【再掲】 4-1 子）子育て支援部 32

6 ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 【再掲】 4-1 子）子育て支援部 32

7 自立支援教育訓練給付金事業 【再掲】 4-1 子）子育て支援部 32

8 ひとり親家庭等日常生活支援事業 子）子育て支援部 32

9 ひとり親家庭学習支援ボランティア事業 【再掲】 2-2 子）子育て支援部 33

10 ひとり親家庭支援センター等運営 子）子育て支援部 33

11 母子生活支援施設運営 子）子育て支援部 33

12 保育所等の利用調整 【再掲】 2-1 子）子育て支援部 33

13 ひとり親家庭等医療費助成 【再掲】 2-1 保）保険医療部 33

14 児童扶養手当 【再掲】 4-2 子）子育て支援部 33

15 養育費確保の推進 子）子育て支援部 34

16 市営住宅への優先入居 【再掲】 4-2 都）市街地整備部 34

1 生活保護 保）総務部 34

2 就労支援相談員 【再掲】 4-1 保）総務部 34

3 生活困窮者自立支援事業 【再掲】 1-1、4-1 保）総務部 34

4 生活困窮者自立支援事業（住居確保給付金） 【再掲】 4-2 保）総務部 34

5 就労ボランティア体験事業 【再掲】 4-1 保）総務部 35

6 札幌まなびのサポート事業 【再掲】 2-2 保）総務部 35

7 保育所等の利用調整 【再掲】 2-1、5-2 子）子育て支援部 35

8 実費徴収に係る補足給付事業 【再掲】 2-1 子）子育て支援部 35

※ 「追加」＝計画策定後に追加掲載した事業
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基本施策１　困難を抱える子ども・世帯を早期に把握し、必要な支援につなげる取組の推進

乳
幼
児

小
・
中
学
生

高
校
生
・
若
者

保
護
者

局/部 課

施策１-１　気づき、働きかけによる相談支援体制の充実

1

困難を抱える子ど
も・世帯を早期に
把握し必要な支
援に結びつける
体制の強化
（子どものくらし支
援コーディネート
事業）

困難を抱えていても必要な支援に結びつ
いていない子どもやその世帯を早期に把
握し、支援に結びつける体制強化に取り
組みます。
子どもと関わる様々な関係者と連携体制
を構築しながら、困難を抱えている子ど
もやその世帯を把握し、対象となる世帯
に寄り添いながら、適切な支援につなげ
るコーディネーターを配置するモデル事
業を実施します。

新
規
○ ○ ○ ○

子どもコー
ディネー
ターの巡
回対象地
区

―
6区30
地区

10区50
地区

10区87
地区

10区87
地区

・子どもの相談支援に豊富な経験を持つ
「子どもコーディネーター」が、児童会館
や子ども食堂などの子どもの居場所を巡
回して、困難を抱えている子どもや家庭
を早期に把握し、関係機関と連携しなが
ら、必要な支援につないだり、重層的な
見守りへとつなげる事業を実施。
・令和2年4月から、コーディネータ―5名
体制により、巡回対象地区を10区50地区
から10区61地区拡大して実施。
・相談受理件数：288件
※新型コロナウイルスの影響により、4～
5月は巡回活動を縮小。

・令和3年4月からコーディネーターを2名
増員し、7人体制で、巡回対象地区を市
内全区全地区に拡大して事業を実施。
・児童会館や民間学童、子ども食堂など
の地域の民間支援団体に積極的に出向
き、巡回先をさらに拡大していく。

拡
充

事業の実施効
果の検証等を
行いながら、
来年度以降も
巡回する関係
先を拡大し、
事業を充実さ
せていく。

子ども未来局
子ども育成部

子どものく
らし支援担
当課

2
子どもの貧困へ
の理解の促進

困難を抱えている子ども・世帯を把握し、
必要な支援に結びつけるための体制を
より推進するために、日ごろから子どもと
関わる様々な関係者をはじめ、広く市民
に対して、子どもの貧困の現状やその対
策など、子どもの貧困への関心や理解を
深めるための研修や啓発を実施します。
併せて、子どもの権利の普及啓発の推
進にも取り組みます。

新
規
○ ○ ○ ○ ―

・例年地域住民や学校関係者等に対し、
子どもの貧困対策についての出前講座
や研修を実施（H30年度16回、R1年度9
回）していたが、新型コロナウイルス感染
症の影響により申し込み減やキャンセル
が多く、資料配布(2回）や動画配信（2回）
により、講座・研修を行った。

・地域住民、学校関係者等に対し、子ど
もの貧困への関心や理解を深めるため
の普及啓発や研修を、動画配信等も利
用しながら実施する。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どものく
らし支援担
当課

3
スクールソーシャ
ルワーカーの活
用

教育分野に関する知識に加えて、社会
福祉等の専門的な知識や経験を有する
スクールソーシャルワーカーが、児童生
徒がおかれた様々な環境へ働きかけた
り、関係機関等とのネットワークを構築し
たりして、困難を抱える児童生徒を支援
します。
また、スクールソーシャルワーカーの活
用を一層進め、児童生徒の支援体制をさ
らに充実させます。

拡
充

○ ○ ○

スクール
ソーシャ
ルワー
カーの配
置人数

11人 18人 18人 19人 18人

　有資格者SSWと巡回SSWが、困りを抱
えた家庭等に適切に対応した。また、教
育委員会及び市内３つのエリア全てに
スーパーバイザーを配置できるよう、
スーパーバイザーを４名とし、SSWに対
する助言や研修を実施し、支援の充実を
図った。

令和２年度と同様の体制により、、困りを
抱えた家庭等による支援を行う。各エリ
アに配置したスーパーバイザーによる助
言や研修を引き続き実施することで、
SSWの資質の向上を図る。さらに巡回
SSWが学校からの相談を受け、コンサル
テーションを行うことで、早期の解決を目
指す。

継
続

教育委員会
学校教育部

児童生徒担
当課

4
スクールカウンセ
ラーの活用

児童生徒の臨床心理に関して高度な専
門的知識及び経験を有するスクールカウ
ンセラーを、全市立小・中・高等学校・特
別支援学校及び中等教育学校に配置
し、児童生徒や保護者の教育相談に対
応します。
また、小学校へのスクールカウンセラー
の配置時間数を拡充するなど、学校の教
育相談体制のさらなる充実に取り組みま
す。

拡
充

○ ○ ○

小学校へ
のスクー
ルカウン
セラー配
置時間数

54時間 66時間 69時間 69時間 69時間

各学校において、児童生徒の心のケア
についてスクールカウンセラーの活用を
進めるなど、生徒指導上の課題等の未
然防止に向けた取組の充実を図った。
また、小中一貫した教育の充実に向け、
パートナー校である小学校と中学校に可
能な限り同一のスクールカウンセラーを
配置した。

各学校において、教育プログラムや校内
研修等におけるスクールカウンセラーの
活用を進めるなど、生徒指導上の課題
等の未然防止に向けた取組を一層充実
させる。
また、小中一貫した教育の充実に向け、
今後も、パートナー校である小学校と中
学校に可能な限り同一のスクールカウン
セラーを配置する。

継
続

教育委員会
学校教育部

児童生徒担
当課
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5
ひきこもり対策推
進事業

年齢や相談内容で区切ることのない、ひ
きこもり専門の相談窓口であるひきこもり
地域支援センターを設置しています。さら
に、ひきこもり状態にある人とその家族な
どが集まり支援を受けられる機会を設け
るなど、誰もが安心して相談できる環境
を整備していきます。

拡
充

○ ○ ○

ひきこもり
地域支援
センターに
おける相
談件数

1,087件 1,473件 2,494件 2,575件 1,600件

電話・来所相談・メール相談のほか、家
庭訪問等の訪問型支援や月3～4回程度
の出張相談を実施した。また、ひきこもり
状態にある本人や家族等の居場所機能
を持つ集団型支援拠点「よりどころ」を当
事者会・親の会それぞれ年24回開催し
た。
なお、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大により、当事者向け交流会及び家族
向け交流会の一部をオンラインで実施し
た。

電話・来所相談・メール相談のほか、家
庭訪問等の訪問型支援や月3～4回程度
の出張相談を実施する。また、ひきこもり
状態にある本人や家族等の居場所機能
を持つ集団型支援拠点「よりどころ」を当
事者会・親の会それぞれ年48回開催す
る。

拡
充

集団型支援拠
点「よりどこ
ろ」の開催回
数増

（各24回⇒各
48回）

保健福祉局
障がい保健福
祉部

精神保健福
祉センター

6

困難を有する若
者への相談支援
及び支援機関
ネットワークの充
実

若者支援施設において、ひきこもりや
ニート等困難を有する若者のための相談
事業や、自立支援プログラムを実施する
など、若者の社会的自立に向けた総合
的な支援を行います。
また、「さっぽろ子ども・若者支援地域協
議会」をはじめとする支援機関の連携に
より、困難を有する子ども・若者を速やか
に適切な支援機関へとつなげられるよう
に取り組みます。

拡
充

○

自立支援
の新規相
談登録者
数

354人 308人 351人 297人 400人

・若者支援総合センターを中心とした若
者支援施設５館において、困難を有する
若者やその家族からの相談に応じたほ
か、就労支援セミナー、対人トレーニン
グ、就労体験等の自立支援プログラムを
実施し、若者の社会的自立を促進した。
・困難を有する子ども・若者を適切な支援
機関へとつなげられるよう、「さっぽろ子
ども・若者支援地域協議会」において、支
援機関同士の連携促進に取り組んだ。

引き続き若者支援総合センターを中心と
した若者支援施設５館において、相談事
業や自立支援プログラムを実施するほ
か、学校や地域へのアウトリーチ型居場
所づくりを行い、支援を必要とする若者
の発見機能の強化に取り組む。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

7
妊婦支援相談事
業

安心・安全な妊娠、出産及び児童虐待予
防のために、母子健康手帳交付時に保
健師が面接し、妊婦の不安の軽減を図
るとともに、ハイリスク世帯を把握し継続
支援につなげます。

継
続

○

母子健康
手帳交付
時の面接
実施割合

99.30% 99.70% 97.20% 98.06% 100%
母子健康手帳交付時に母子保健相談員
や保健師による面接相談を実施

母子健康手帳交付時に母子保健相談員
や保健師による面接相談を実施予定

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

8 初妊婦訪問事業

初めての子を迎える家庭に母子保健訪
問指導員及び保健師が訪問し、相談に
応じるとともに、必要に応じて面接相談
や家庭訪問等による継続支援を行いま
す。

継
続

○
初妊婦訪
問実施率

36.80% 42.20% 43.80% 62.70% 65.00%
初妊婦全員を対象として、妊娠中に保健
師や母子保健訪問指導員が家庭訪問を
行い、保健指導を実施

初妊婦全員を対象として、妊娠中に保健
師や母子保健訪問指導員が家庭訪問を
行い、実技指導を含めた保健指導を実
施予定

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

9
乳児家庭全戸訪
問事業

生後４か月までの乳児のいる家庭を全
戸訪問し、乳児及び保護者の心身の状
況及び養育環境を把握し、育児等の相
談に応じます。

継
続
○ ○

母子保健
訪問指導
実施率

91.90% 91.60% 91.10%
１１月
に把握
可

95.00%
生後４か月までの乳児のいる全家庭へ
の訪問指導を実施

生後４か月までの乳児のいる全家庭へ
の訪問指導を実施予定

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

10
産後のメンタルヘ
ルス支援対策事
業

母子保健訪問指導事業において、母子
保健訪問指導員や保健師等が、産婦の
メンタルヘルス上の問題を早期に発見し
支援します。

継
続
○ ○

３種の質
問票実施
割合

98.40% 98.60% 95.90%
１１月
に把握
可

99.50%
母子保健訪問指導において、産後のメン
タルヘルスに関するスクリーニングを実
施

母子保健訪問指導において、産後のメン
タルヘルスに関するスクリーニングを実
施予定

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課
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11

子育て支援総合
センター、区保
育・子育て支援セ
ンターにおける相
談支援

区における子育て支援の中心的役割を
担っている子育て支援総合センター、区
保育・子育て支援センターでは、
・面談・電話による子育てや子どもの成
長・発達における心配や悩み事などの相
談支援
・個別のケースに応じた専門機関等との
連携支援
・子育てに関する各種制度やサービスの
情報提供とともに、子育て家庭が必要な
支援を円滑に利用できるための支援
などの相談支援の取組を行います。

継
続
○ ○ ―

＜子育て支援総合センター＞
・子育て相談～418件
・利用者支援件数（子育て情報提供・助
言等）～1,025件
・個別支援件数～82件、個別支援ネット
ワーク件数～11件
＜区保育・子育て支援センター（９区）＞
・子育て相談～4,091件、出前子育て相
談～21件
・利用者支援件数（子育て情報提供・助
言等）～33,604件、
・個別支援件数～694件、個別支援ネット
ワーク件数～79件
※コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、4月1日から6月14日は常設子育てサ
ロンの一般利用の受け入れ休止により
電話のみ実施。

・令和２年度と同内容で実施予定
・新型コロナウイルス感染症の感染状況
によって一般利用の受け入れ休止になっ
た場合は、電話のみ実施する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
総合セン
ター

12

「こそだてインフォ
メーション」
（旧「子育て情報
室」）

各区のこそだてインフォメーションでは、
子育て世帯の悩みを解決する子育て相
談に応じるとともに、必要な支援を円滑
に利用できるよう、地域の子育て支援事
業や教育・保育施設及び子どもに関する
各種制度等の情報提供を行います。

継
続
○ ○ ―

＜実績＞
利用者数　50,968人
利用組数　27,549組

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、来庁による利用等が減少。結果とし
て利用者数と組数は令和元年度の約
60%まで減少した。

・相談体制等は変わりないので、令和２
年度と同規模の実施となる予定。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

13 子育てサロン

子育て家庭の孤立や不安解消を図り、
安心して子育てできる環境づくりを進め
るため、乳幼児をもつ親子が集まり、自
由に交流できる場所として、子育てサロ
ンを設置しています。

継
続
○ ○ ―

まちなかキッズサロンおおどりんこ
　利用者数　6,462人
ひろば型常設子育てサロン　16箇所
　利用者数　33,464人
児童館での子育てサロン　103箇所
　利用者数　139,287人
地域主体の子育てサロン　179箇所
　利用者数　10,661人

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、子育てサロンの一般利用を休止した
期間があり、再開後も人数制限を設ける
必要等が生じ、利用者数は減少した。

・継続して人数制限等を設け続けること
が見込まれるため、令和２年度と同規模
の実施となる予定。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課
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14
早期からの教育
相談・支援

子どもの発達や就学に関わる教育相談
を、幼児教育センターや市立の幼稚園、
教育センター教育相談室等で実施する
ほか、支援をつなぐため、必要に応じて
医療・福祉等の関係機関や学校、幼稚
園・認定こども園、保育所と連携します。

継
続
○ ○ ○ ○

相談者1
名の同一
年度内で
の平均相
談件数

2.2
（2016)

2.2 2 1.6 2.5

・幼児教育センターでの教育相談及び市
立幼稚園・市立認定こども園での地域教
育相談を実施。緊急事態宣言発令期間
中の幼児教育相談は、相談者へ連絡の
上、延期等の対応を行い実施した。
・教育相談後、保護者の了解を得た上
で、所属の幼稚園等や就学先の小学校
へ情報提供をするとともに、必要に応じ、
関係機関と連携して幼児及び保護者に
対する支援を実施。
・「幼児の教育相談」リーフレットを関係機
関に配布。
・市立幼稚園・市立認定こども園子育て
支援事業「ポロップひろば」において、幼
児教育相談を実施。
・医療機関や児童発達支援センター等に
おいて、就学相談に関わる保護者説明
会を開催。

・幼児教育センターでの教育相談及び市
立幼稚園・市立認定こども園での地域教
育相談の実施。
・リーフレットの配布やポロップひろば、
保護者説明会等で教育相談の説明や案
内の実施。
・教育相談後、保護者の了解を得た上
で、所属の幼稚園等や就学先の小学校
へ情報提供をするとともに、必要に応じ、
関係機関と連携して幼児及び保護者に
対する支援を実施。

継
続

教育委員会
学校教育部

幼児教育セ
ンター担当
課

15
教職員研修の充
実

子どもを取り巻く様々な諸課題に対応で
きる専門的知識・技能を向上させるため
に、教職員に対する研修等の一層の充
実を図ります。

継
続
○ ○ ○

子どもの
権利を扱
う教員研
修の数(累
計)

12 12 12 12 12

初任段階における研修・中堅教諭等資
質向上研修等の教職経験に応じた研
修、学校経営研修等の職能に応じた研
修、専門研修等において、子どもの権利
をはじめとした、子どもを取り巻く様々な
諸課題についての研修を、動画視聴によ
る研修も含め、延べ１２回実施した。

初任段階における研修・中堅教諭等資
質向上研修等の教職経験に応じた研
修、学校経営研修等の職能に応じた研
修、専門研修等において、子どもの権利
をはじめとした、子どもを取り巻く様々な
諸課題についての研修を、動画視聴によ
る研修も含め、延べ１２回、実施を予定し
ている。

継
続

教育委員会
学校教育部

教職員育成
担当課

16
思春期特定相談
事業

概ね12歳から20歳未満の不登校やひき
こもり等の問題で困っている子どもやそ
の家族、子どもを支援する専門職を対象
に、こころのセンターにおいて、電話と来
所（来所相談は予約制）による相談支援
を行います。

継
続

○ ○

電話・来
所相談件
数（延べ
数）

245件 222件 220件 217件 -

思春期年齢の相談者（本人・家族・関係
者）からの来所相談の実施と、関係機関
からのコンサルテーション依頼を受け付
け、思 春期の精神保健に携わる関係機
関との連携を図った。

引き続き、思春期年齢の相談者（本人・
家族・関係者）からの来所相談の実施
と、関係機関からのコンサルテーション依
頼を受け付け、思 春期の精神保健に携
わる関係機関との連携を図る。

継
続 -

保健福祉局
障がい保健福
祉部

精神保健福
祉センター

成
長
段
階
に
応
じ
た
切
れ
目
の
な
い
相
談
支
援
の
推
進
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18
民生委員・児童委
員

民生委員は、地域で支援を必要とする
方々に対し、住民の立場に立って福祉に
関する相談に応じ、必要な援助を行うほ
か、福祉サービスの情報提供や行政・専
門機関へつなぐなどの活動を行います。
また、児童福祉法に基づき児童委員を兼
務しており、児童、妊産婦、母子家庭等
の相談に応じ、それぞれの抱える問題に
応じて利用しうる制度、施設、サービス等
について助言し、適切な関係機関の援助
が受けられるよう支援しています。

継
続
○ ○ ○ ○ ―

・民生委員・児童委員（以下、民生委員）
活動費等の交付
・札幌市民生委員推薦会等の運営
・民生委員への研修
・民生委員の表彰事務
・民生委員制度の周知、広報

・民生委員・児童委員（以下、民生委員）
活動費等の交付
・札幌市民生委員推薦会等の運営
・民生委員への研修
・民生委員の表彰事務
・民生委員制度の周知、広報

継
続

保健福祉局
総務部

総務課

子どもに関する相談に幅広く応じ、子ども
が自らの力で次のステップが踏めるよう
助言や支援を行うほか、救済の申立て等
に基づき、問題解決に向けた調査や関
係者間の調整を行い、迅速かつ適切な
救済を図る。
【相談件数】
・実相談件数：882件、延べ相談件数：
3,230件、調整活動件数：19件、救済申立
て件数0件
【新たな相談手法】
令和２年４月より、子どもを対象とした
LINEでの相談を通年で実施（令和３年３
月26日より一時休止中）。
【広報物】
・相談カード：全小学生、全中学生・全高
校生
・子ども向けチラシ：小学１年生、小学4年
生、中学１年生
・施設貼付用ステッカー：小・中学校、高
校、児童会館等に新たに配布
【出前講座】
・あしすと出前講座：青少年関係団体等
（３回実施）
・あしすと子ども出前講座：児童会館を利
用する子ども（新型コロナウイルス感染
拡大の影響で実施なし）
【関係機関との連携】
・官民20機関が参加する「子どものため
の相談窓口連絡会議」を開催（７月・３月
書面開催）
・教育関連機関等に対し、活動状況の報
告を実施（３回）

子どもに関する相談に幅広く応じ、子ども
が自らの力で次のステップが踏めるよう
助言や支援を行うほか、救済の申立て等
に基づき、問題解決に向けた調査や関
係者間の調整を行い、迅速かつ適切な
救済を図っていく。
一時休止していたLINE相談を令和3年7
月8日より再開した。
また、子どもアシストセンターの認知度を
向上させるため、さまざまな媒体を活用し
情報発信を強化していく。

継
続

子ども未来局
子どもの権利
救済事務局

子どもの権
利救済事務
局

継
続

子どもの権利条例に基づき設置された子
どもの権利救済機関では、原則18歳未
満の子どもに関する相談に幅広く応じ、
適切な助言や支援を行います。
また、権利侵害からの救済申立てに基づ
いて、公的第三者の立場で問題解決に
向けた調査や関係者間の調整を行いま
す。

○

子どもの権利救
済機関による相
談支援（子どもア
シストセンター）

17

成
長
段
階
に
応
じ
た
切
れ
目
の
な
い
相
談
支
援
の
推
進

○ ○ ○ ―
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19
養育支援員派遣
事業

養育状態の改善等が必要な世帯に支援
員を派遣して、育児・家事援助を実施す
ることで、在宅で継続的に支援する体制
を強化し、児童虐待の発生防止に努めま
す。

29
年
度
新
規

○ ○ ○ ○ ―

延べ10世帯に養育支援員を派遣し、各
世帯の状況に応じた支援を行った。
実施要綱を改訂し、派遣可能となる事業
者の要件を拡大した。

養育支援員による支援が必要な世帯に
対し、養育支援員を派遣。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

20
児童相談所・区家
庭児童相談室に
おける相談支援

児童相談所及び区役所家庭児童相談室
では、18歳未満の子どもに関する様々な
相談を受けており、児童虐待通報のほ
か、関係部署と連携して、子どもの心身
の発達や対人関係、不登校、家庭内暴
力など児童に関する各種相談に対応し
ています。

継
続
○ ○ ○ ○

年間相談
受理件数

9,859件10,761件11,819件
14,378
件

―

年間相談受理件数
児童相談所：8,456件（2020年度速報値）
家庭児童相談室：5,922件（2020年度速
報値）

今年度も関係機関と連携しながら、各種
相談に対応していく。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

21
児童家庭支援セ
ンターにおける相
談支援

児童家庭支援センターでは、地域におけ
る子どもの福祉に関する専門的な相談
に応じる施設として、児童虐待・非行・保
護者の子育て不安など複雑多様化する
児童問題に対応し、電話による子育て相
談及び緊急時の訪問相談等を行ってい
ます。

継
続
○ ○ ○ ○

年間相談
対応件数

5,991件 6,626件 6,959件 6,582件 ―
市内４か所の児童家庭支援センターに
て、地域の児童福祉に関する各種相談
対応や必要な支援を実施。

市内５か所の児童家庭支援センターに
て、地域の児童福祉に関する相談対応
や必要な支援を実施予定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

22
子ども安心ホット
ライン

24時間365日体制の「子ども安心ホットラ
イン（子ども虐待相談）」を児童相談所内
に開設しており、専門の電話相談員が相
談支援を行っています。

継
続
○ ○ ○ ○

子ども安
心ホットラ
イン年間
相談対応
件数

3,597件 3,634件 4,210件 4,008件 3,920件
電話相談員１０名により、夜間休日の電
話相談を実施。

電話相談員を１１名に増員し、夜間休日
のほか平日日中を含めた24時間体制で
電話相談を実施する予定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

23

母子・婦人相談
員、ひとり親家庭
支援センターによ
る相談支援

区に配置している母子・婦人相談員及び
ひとり親家庭支援センターの相談員が、
ひとり親家庭への相談支援を行います。

継
続

○

母子・婦
人相談
員、ひとり
親家庭支
援セン
ターによる
相談支援
の実施

実施 実施 実施 実施 実施

・各区に計18名の母子・婦人相談員を配
置し、ひとり親家庭への相談支援を実
施。
・ひとり親家庭支援センターにおいて、一
般相談や父子相談、女性弁護士による
法律相談、女性臨床心理士による心療
相談、就業相談等を実施。

・各区に計18名の母子・婦人相談員を配
置し、ひとり親家庭への相談支援を実
施。
・ひとり親家庭支援センターにおいて、一
般相談や父子相談、女性弁護士による
法律相談、女性臨床心理士による心療
相談、就業相談等を実施。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

24
生活困窮者自立
支援事業

生活保護に至る前の段階での自立支援
を実施するため、生活困窮者からの相談
を幅広く受け入れる相談窓口を設置し、
就労の支援その他の自立に関する問題
について、情報提供、支援計画の作成、
支援計画に基づく就労支援などの支援を
行います。

継
続

○

生活困窮
者からの
新規相談
件数

3,335
人

3,588
人

3,502
人

13,499
人

未定

自立相談支援事業所（ステップ）におい
て、令和２年度新規相談件数は12,563
件、自立相談支援事業所（ＪＯＩＮ）におい
ては、936件となっている。
ステップにおいては、様々な相談（就労、
生活習慣、家族関係、負債、住環境等）
を受け、自らが支援するほか、適切な関
係機関へのつなぎを実施し、ＪＯＩＮにつ
いては、ホームレスへの相談支援であ
り、就労や安定した生活への支援を実施
している。
また、ステップの相談支援は、全市を1ヵ
所の事業所で対応しているが、本市は広
域であることから、相談者の利便性確保
と新規相談者の掘り起しを目的に、各区
へ出向く出張相談会を定期的に実施。令
和２年度は53回開催した。

2か所の自立相談支援事業所（ステップ、
JOIN）にて引き続き相談を受け付ける
他、市内各所での出張相談・巡回相談を
行い、まだ支援につながっていない生活
困窮者の掘り起しを行う。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

配
慮
を
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す
る
子
ど
も
・
世
帯
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の
相
談
支
援
の
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障がい者相談支
援事業

障がいのある方やその家族の地域生活
を支えるため、福祉サービスの紹介や利
用の援助、生活の困りごとに対する相
談、関係機関との連絡調整などを行いま
す。

追
加
掲
載

○ ○ ○ ○

相談支援
事業所の
総相談件
数（児童に
関する相
談を含
む。基幹
相談支援
センターを
除く。）

61,944
件

71,288
件

72,758
件

108,611
件

103,300
件

・基幹相談支援センター（１か所）
・相談支援事業所（19か所、うち１か所指
定管理）
・障がい者あんしん相談（１か所）

・基幹相談支援センター（１か所）
・相談支援事業所（19か所、うち１か所指
定管理）
・障がい者あんしん相談（１か所）

拡
充

相談支援事業
所の相談員の
加配を拡充
し、体制を強
化します。

保健福祉局
障がい保健
福祉部

障がい福
祉課

障がい児等療育
支援事業

在宅の障がい児（18歳未満）、その家
族、それらの関係者や支援者等を対象
に、訪問療育、外来療育、施設支援を実
施します。福祉サービス等につながって
おらず、療育指導を受ける機会の少ない
者を対象に、原則１人６か月以内の利用
としています。

追
加
掲
載

○ ○ ○ ○
実施事業
所数

５か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 ・市内５事業所での実施を継続 ・市内５事業所での実施を継続
継
続 -

保健福祉局
障がい保健
福祉部

障がい福
祉課

配
慮
を
要
す
る
子
ど
も
・
世
帯
へ
の
相
談
支
援
の
推
進
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施策１-２　地域や関係機関・団体との連携による支援体制の推進

1
地域における支
援機関や団体等
との連携促進

地域における様々な支援機関、子どもの
居場所づくりに取り組む団体等とのネット
ワークの形成、また市民団体や大学との
情報交換など、子どもの貧困に関わる関
係機関との一層の連携に向けた取組を
推進します。
また、子どもの貧困対策に札幌のまち全
体で継続的に取り組んでいく機運の醸成
を図るための必要な取組を検討します。

新
規
○ ○ ○ ○ ―

・子ども食堂等子どもの居場所づくりに取
り組むネットワーク団体が主催する交流
会への参加等を通じて、運営団体と情報
共有・意見交換を行った（年1回）
※新型コロナウイルスの影響により、令
和2年度は回数・規模を縮小。
・子どものくらし支援担当課が地域の子
ども・若者支援機関等で構成される「さっ
ぽろ子ども・若者支援地域協議会」の会
議に参画し、地域における様々な関係機
関との連携を図った（年5回）。

・子ども食堂等子どもの居場所づくりに取
り組むネットワーク団体が主催する交流
会への参加等を通じて、運営団体と情報
共有・意見交換を行い、連携を強化す
る。
・子どものくらし支援担当課が地域の子
ども・若者支援機関等で構成される「さっ
ぽろ子ども・若者支援地域協議会」の会
議に参画し、地域における様々な関係機
関との連携強化を図る。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どものく
らし支援担
当課

2
児童相談体制の
強化

第２次札幌市児童相談体制強化プラン
に掲げる、専門性の強化や連携体制の
構築などの取組により、児童相談体制の
強化を図ります。

拡
充
○ ○ ○ ○ ―

「第２次札幌市児童相談体制強化プラ
ン」に基づく取組を実施するともに、次期
プランとして「第３次札幌市児童相談体
制強化プラン」を策定した。

「第３次札幌市児童相談体制強化プラ
ン」に基づき、児童福祉司等の専門職員
を計画的に配置するほか、特定任期付
職員として法務専門官（常勤弁護士）の
採用や、（仮称）第二児童相談所設置に
向けた設計、仮設一時保護所の設置・開
設、児童家庭支援センター設置支援を予
定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

3
必要な支援策を
届ける広報の充
実

困難を抱えている子ども・世帯に向けた
各種制度や相談窓口、支援機関の認知
度の向上に向けて、情報が得やすく、必
要としている方に確実に届く、受け手の
目線に立った広報の充実を図ります。具
体的には、児童扶養手当の対象世帯に
支援制度の案内を一斉送付することなど
を検討します。

拡
充
○ ○ ○ ○ ―

ひとり親支援施策の広報として、「シング
ルママ・パパのためのくらしのガイド」の
令和２年度版を作成し、引き続き離婚届
の受付窓口を中心に広く配布
また、新型コロナウイルス感染症の影響
による来庁抑制などの状況を踏まえた広
報を実施
・ひとり親家庭向けのイベント「シングル・
ママ＆パパ　スマイルfesta」で、各種支
援制度を紹介
「さっぽろ子育て情報サイト」及び「広報
さっぽろ」への掲載により制度を広く周知

ひとり親支援施策の広報として、これまで
作成してきた、「シングルママ・パパのた
めのくらしのガイド」や児童扶養手当の現
況届案内時に同封しているチラシによる
広報に加え、ニーズの高いプッシュ型の
情報発信として、ＬＩＮＥ＠を活用した広報
を展開予定
「さっぽろ子育て情報サイト」及び「広報
さっぽろ」への掲載により制度を広く周知

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

4
幼保小連携の推
進

幼児期と児童期の教育の円滑な接続・
連携を図るため、幼保小連携推進協議
会において教職員の合同の研修会、情
報交流、幼児の支援内容の引継ぎ会等
を実施し、接続期の教育内容や指導方
法の相互理解・連携等を目指します。

継
続
○ ○ ―

・第１回及び第２回区幼保小連携推進協
議会は、新型コロナウイルス感染症拡大
防止の観点から集合して行わず、区ごと
に幼小接続に関する事例や情報などを
連携だより等で共有した。
・特別な教育的支援が必要な幼児につい
ての小学校への引継は、方法を対面か
ら電話に変更して実施した。

・「札幌市幼保小連携推進協議会」を年1
回、「区幼保小連携推進協議会」を年3回
実施。
・「区幼保小連携推進協議会」で、幼児教
育、幼小の接続、接続期の育ちについて
学ぶ研修を実施し、幼小接続の重要性
について啓発。第１回目は、対面によら
ない方法で実施。
・特別な教育的支援が必要な幼児につい
ての小学校への引継ぎを電話やICTを活
用して実施。
・幼保小連携モデル園・校を設定し、より
よい連携・接続の在り方について研究を
推進。

継
続

教育委員会
学校教育部

幼児教育セ
ンター担当
課

支
援
機
関
や
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と
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者
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令和２年度（2020年度）実施状況

主な対象

目標値
（2022
年度）

2019
年度
実績

2018
年度
実績

当初値
（2017
年度）

活動指標
2020
年度
実績

計
画
策
定
時
区
分

事
業
N
o

取
組
項
目

令和３年度（202１年度）実施予定
新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

所管

今
後
の
方
向
性

事業・取組名 事業内容

5
保健と医療が連
携した育児支援
ネットワーク事業

医療機関が、保健センターが実施する訪
問等による支援を必要とする母子を把握
した場合に、保健センターに対し情報提
供を行います。訪問指導等を実施した保
健センターは、その結果を医療機関に報
告し、保健と医療の情報を共有し適切な
育児支援を行います。

継
続
○ ○

育児支援
連絡票等
受理件数

997 1046 1081 1175 未定

・医療機関からの「育児支援連絡票（診
療情報提供書）」等の送付に基づき、保
健センターにおいて家庭訪問等を実施。
訪問等実施後は、送付元の医療機関に
「育児支援報告書」により結果を報告
・保健センターから医療機関に「医療支
援依頼書」により情報提供依頼を行い、
医療機関から「医療支援報告書（診療情
報提供書）」により情報提供。保健セン
ターは、提供された情報を基に家庭訪問
等を実施し「育児支援報告書」により医
療機関に結果を報告

・医療機関からの「育児支援連絡票（診
療情報提供書）」等の送付に基づき、保
健センターにおいて家庭訪問等を実施。
訪問等実施後は、送付元の医療機関に
「育児支援報告書」により結果を報告
・保健センターから医療機関に「医療支
援依頼書」により情報提供依頼を行い、
医療機関から「医療支援報告書（診療情
報提供書）」により情報提供。保健セン
ターは、提供された情報を基に家庭訪問
等を実施し「育児支援報告書」により医
療機関に結果を報告

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

6
要保護児童対策
地域協議会

被虐待児童をはじめとする要保護児童
等の早期発見や適切な保護・支援を図る
ため関係機関等が理解を深め、情報の
交換や支援内容の協議を行うため要保
護児童対策地域協議会を設置・運営して
います。

継
続
○ ○ ○ ○ ―

・札幌市要保護児童対策地域協議会代
表者会議実施（年１回）（書面会議）
・各区代表者会議実施（年１回）（書面会
議）
・各区実務者会議実施（年３回）
・個別ケース検討会議実施（適宜）

・札幌市要保護児童対策地域協議会代
表者会議実施（年１回）（書面会議）
・各区代表者会議実施（年１回）（書面会
議）
・各区実務者会議実施（年３回）
・個別ケース検討会議実施（適宜）

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

7
さっぽろ子ども・
若者支援地域協
議会

子ども・若者が社会生活を円滑に営むこ
とができるよう、関係機関等による適切
な支援を組み合わせることにより、効果
的かつ円滑な支援を実施するために、
さっぽろ子ども・若者支援地域協議会を
設置しています。

継
続
○ ○ ○ ○ ―

代表者会議１回及び実務者会議を４回
開催し、子ども・若者の支援を行う関係
機関同士の連携を強化するとともに、知
識の研鑽に努めた。

引き続き代表者会議及び実務者会議を
開催し、関係機関同士の連携強化に努
める。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

支
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基本施策２　子どもの育ちと学びを支える取組の推進

乳
幼
児

小
・
中
学
生

高
校
生
・
若
者

保
護
者

局/部 課

施策２-１　乳幼児期の子どもの育ちと子育ての支援 　

1
子ども医療費助
成

小学1年生以下の入院・通院及び小学
生・中学生の入院にかかる医療費のう
ち、保険診療の自己負担額から初診時
一部負担金または医療費の１割を除い
た金額を助成します。
平成31年４月からは、新たに小学2年生
の通院を助成対象に拡大して実施しま
す。

拡
充
○ ○ ○

子ども医
療費助成
の助成対
象（通院）

―
小学1
年生ま
で

小学2
年生ま
で

小学3
年生ま
で

小学6
年生ま
で

０歳から中学生までの子どもに係る医療
費自己負担分の一部を助成。（小学4年
生～中学生は入院に係る医療費のみ）
助成件数　1,482,932件
助成金額　2,754,785千円
※新型コロナウイルス感染症による受診
減に伴う助成件数・助成金額減

０歳から中学生までの子どもに係る医療
費自己負担分の一部を助成。（中学生は
入院に係る医療費のみ）

拡
充

通院の助成対
象について、
令和3年4月か
ら新たに小学
校6年生まで
拡充。

保健福祉局
保険医療部

保険企画課

2 乳幼児健康診査
区保健センターで、４か月児・10か月児
健診（再来）・１歳６か月児・３歳児を対象
に乳幼児健康診査を行います。

継
続
○ ○ ―

１　４か月児健康診査
対象数：13,374名　　受診数：13,120名
２　10か月児（再来）健康診査
※新型コロナウィルス感染拡大状況を受
け、令和2年度中は集団形式での実施を
中止。
３　１歳６か月児健康診査
対象数：13,911名　　受診数：13,488名
４　３歳児健康診査
対象数：14,796名　　受診数：14,170名
５　５歳児健康診査
受診数：684名
希望者のみが対象であるため、対象数
は計上せず。

１　４か月児健康診査
実施予定回数（年度当初）：367回
２　10か月児（再来）健康診査
新型コロナウィルス感染拡大状況を受
け、令和3年度中は集団形式での実施を
中止。
３　１歳６か月児健康診査
実施予定回数（年度当初）：366回
４　３歳児健康診査
実施予定回数（年度当初）：349回
５　５歳児健康診査
予約制で１歳６か月児健康診査および３
歳児健康診査と同日で開催。

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

3
乳幼児健康診査
における栄養指
導

乳幼児健康診査の際に、食事に関する
情報提供を行ったり、個別の相談に応じ
るなど、望ましい食習慣を形成するため
の支援を行います。

継
続
○ ○

乳幼児健
康診査時
の栄養指
導件数

20,948
人

19,515
人

17,085
人

13,845
人

―

各区保健センターにおいて、乳幼児健康
診査の際に、管理栄養士による栄養・食
習慣に関する情報提供や個別相談等を
行った。
令和2年度は、新型コロナウイルス感染
症の影響により、乳幼児健康診査の受
診者が減少したため、対面での指導件数
は減ったが、電話相談や札幌市公式
ホームページの充実による情報提供を強
化した。

引き続き、個々人に応じた適正な食生活
を支援するための栄養相談や、食に関す
る情報提供を行う。

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

4
５歳児健康相談
事業

５歳を迎える子どもがいる家庭に健診案
内とセルフチェック表を送付し、心配なこ
と、相談したいことがある方を対象に、健
診・発達相談を行います。

継
続
○ ○

５歳児発
達相談実
施率

4.80% 4.60% 4.48% 3.83% 5.00%
・５歳児健康診査を実施
・５歳児発達相談を実施

・５歳児健康診査を実施予定
・５歳児発達相談を実施予定

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

5
歯科口腔保健推
進事業

歯と口の健康について、地域での健康相
談や電話相談を、歯科衛生士が受けて
います。また、市内の保健センターでは、
歯科医師による妊産婦対象の無料歯科
健診と、乳幼児健診での歯科健診・保健
指導を行います。

継
続
○ ○ ―

・児童会館や各種子育てサロン等で歯と
口の健康についての普及啓発（さっぽろ
8020セミナーキッズ編）を実施。
  ※新型コロナウイルス感染症の影響に
より内容を一部変更して実施した。
・小学1年生を対象に「健口ノート」を配
布。
・市内各区保健センターで妊産婦対象の
無料歯科健診、乳幼児健診での歯科健
診及び保健指導を実施。
  ※新型コロナウイルス感染症の影響に
より、一時期実施を中止した。

・児童会館や各種子育てサロン等で歯と
口の健康についての普及啓発（さっぽろ
8020セミナーキッズ編）を実施予定。
・小学1年生を対象に「健口ノート」を配布
予定。
・市内の各保健センターで乳幼児健診で
妊産婦対象の無料歯科健診、乳幼児健
診での歯科健診・保健指導を実施予定。

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

主な対象

乳
幼
児
期
の
子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
を
支
え
る
取
組
の
推
進

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名 事業内容

計
画
策
定
時
区
分

活動指標
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年度
実績

目標値
（2022
年度）

当初値
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年度）
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実績

2019
年度
実績

所管

令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（202１年度）実施予定
新規、拡充、
縮小、廃止の
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性
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主な対象

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名 事業内容

計
画
策
定
時
区
分

活動指標
2020
年度
実績

目標値
（2022
年度）

当初値
（2017
年度）

2018
年度
実績

2019
年度
実績

所管

令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（202１年度）実施予定
新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

今
後
の
方
向
性

6
ひとり親家庭等医
療費助成

ひとり親家庭の20歳未満の子どもの入
院・通院及びひとり親家庭の親の入院に
かかる医療費のうち、保険診療の自己負
担額から初診時一部負担金または医療
費の１割を除いた金額を助成します。

継
続
○ ○ ○ ○ ―

一定の要件を満たすひとり親家庭等の児
童、母親または父親に係る医療費自己
負担分の一部を助成。(母親または父親
は入院に係る医療費のみ）
助成件数　216,605件
助成金額　518,055千円
※新型コロナウイルス感染症による受診
減に伴う助成件数・助成金額減

一定の要件を満たすひとり親家庭等の児
童、母親または父親に係る医療費自己
負担分の一部を助成。（母親または父親
は入院に係る医療費のみ）

継
続

保健福祉局
保険医療部

保険企画課

7
未熟児養育医療
給付

入院医療を必要とする未熟児を対象に、
指定養育医療機関において必要な医療
の給付を行います。

継
続
○ ○ ― レセプト請求件数：1,016件

前年度と同規模で実施
（見込み請求件数：979件）

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

8
自立支援医療（育
成医療）

障がいのあるまたは医療を行わなけれ
ば将来障がいを残すと認められる18歳未
満の児童を対象に、指定自立支援医療
機関において、手術などにより生活能力
を回復するために必要な医療費の支給
を行います。

継
続
○ ○ ○ ○ ―

レセプト請求件数：1,506件（補装具申請
30件含む）

前年度と同規模で実施
（見込み請求件数：1,659件）

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

9
結核児童療育給
付

18歳未満の結核にかかっている児童で
あって、指定療育機関の医師が長期療
養のために入院が必要と認めたものに
対し必要な医療の給付並びに学習及び
療養生活に必要な物品の支給を行いま
す。

継
続
○ ○ ○ ○ ― 該当なし 申請があれば対応

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

10
小児慢性特定疾
病医療費支給

小児慢性特定疾病にかかっている児童
やその家族に対して、医療給付や相談事
業などを行います。

継
続
○ ○ ○ ○ ―

小児慢性特定疾病にかかっている児童
やその家族に対して、医療給付や相談事
業などを行った。
受給者数：1,998人（令和３年３月31日現
在）
日常生活用具の給付：９件
相談件数（各区保健センターにて実施）：
293件

小児慢性特定疾患にかかっている児童
やその家族に対して、医療給付や相談事
業を行っていく。

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

11
障害児通所給付

費

障がいのある児童に、障害児通所支援
（児童発達支援、医療型児童発達支援、
放課後等デイサービス及び保育所等訪
問支援）の利用に必要な費用の一部を支

給します。

○
支給決定
者数（各
年度末）

乳
幼
児
期
の
子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
を
支
え
る
取
組
の
推
進

各サービスごとの実利用者数及び利用
日数は以下のとおり。（令和３年３月実
績）

【実利用者数】
児童発達支援：4,561人
放課後等デイサービス：6,852人
医療型児童発達支援：64人
保育所等訪問支援：92人
居宅訪問型児童発達支援：6人

【利用日数】
児童発達支援：57,763日
放課後等デイサービス：82,932日
医療型児童発達支援：581日
保育所等訪問支援：186日
居宅訪問型児童発達支援：28日

○ ○
継
続
○

児童発
達支
援：
5,137
人

放課後
等デイ
サービ
ス：
7,489
人

医療型
児童発
達支
援：63
人

保育所
等訪問
支援：
714人
居宅訪
問型児
童発達
支援：3
人

児童発
達支
援：
5,416
人

放課後
等デイ
サービ
ス：
8,366
人

医療型
児童発
達支
援：74
人

保育所
等訪問
支援：
793人
居宅訪
問型児
童発達
支援：8
人

児童発
達支
援：
4,605
人

放課後
等デイ
サービ
ス：
6,751
人

医療型
児童発
達支
援：70
人

保育所
等訪問
支援：
593人

児童発
達支
援：
4,148
人

放課後
等デイ
サービ
ス：
5,961
人

医療型
児童発
達支
援：62
人

保育所
等訪問
支援：
505人

-
障がい福祉
課令和２年度と同様に実施する。

継
続
-

保健福祉局
障がい保健福
祉部

14
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赤ちゃんの耳のき
こえ支援事業

先天性難聴の早期発見のため、出産医
療機関等における新生児聴覚検査にか
かる費用の一部を助成することで経済的
負担の軽減を図るとともに、適切な療育
につながるよう医療機関等とのネット
ワークの構築を図る。

追
加
掲
載

○ ○

新生児聴
覚検査受
検率

- - - 86.25% 100%
先天性難聴の早期発見のため、出産医
療機関等における新生児聴覚検査にか
かる費用の一部を助成

先天性難聴の早期発見のため、出産医
療機関等における新生児聴覚検査にか
かる費用の一部を助成することで経済的
負担の軽減を図るとともに、適切な療育
につながるよう医療機関等とのネット
ワークの構築を図る。

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

13
第２子以降の保
育料無料化事業

これまでの第３子以降に加え、最も保育
料の高い３歳未満児童を対象として、平
成29年度から第２子についても保育料を
無料化し、子育て世代の経済的負担を軽
減しています。
※年収約360万円以上の世帯は、就学前
児童で保育所等施設に入所している子ど
ものみを子順としてカウントします。

29
年
度
拡
充

○ ○

第２子以
降の保育
料無料化
実施

― 実施 実施 実施 実施

幼児教育・保育の無償化の対象外となっ
ている３歳未満の児童について、就学前
児童でかつ認可施設等を利用している児
童を上から数えて２人目の保育料を無償
化。年収約640万円未満の世帯について
は、上の子の年齢や施設の利用有無に
関わらず、世帯の２人目以降の保育料を
無償化し、子育て世代の経済的負担の
軽減を行った。

令和２年度と同様に、幼児教育・保育の
無償化の対象外となっている３歳未満の
児童について、就学前児童でかつ認可
施設等を利用している児童を上から数え
て２人目の保育料を無償化。年収約640
万円未満の世帯については、上の子の
年齢や施設の利用有無に関わらず、世
帯の２人目以降の保育料を無償化し、子
育て世代の経済的負担の軽減を行う。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

保育推進課

14
妊婦一般健康診
査

妊婦に対して、妊婦一般健康診査受診
票（全14回）を交付し、妊婦健診にかかる
費用の一部を助成します。

継
続

○ ― 延べ件数：146,095件
札幌市に住所を有するすべての妊婦が
対象のため、前年度と同規模の実施
（見込み件数：147,817件）

継
続

保健福祉局
保健所

健康企画課

15
私立幼稚園就園
奨励費補助金事
業

子ども・子育て支援新制度に移行しない
私立幼稚園に通園する園児がいる世帯
に対して、入園料と保育料の一部を補助
します。

継
続
○ ○事業の実施 ― 実施 実施

R1で終
了

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

12
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拡
充
○

保育ニーズに応じ
た保育施設等の
整備促進

保育ニーズを踏まえた保育定員の確保
を図るため、
・幼稚園からの幼保連携型認定こども園
又は幼稚園型認定こども園への移行を
促進
・新築・改築や賃貸物件を活用した保育
所の整備
・保育ニーズの高い低年齢児の保育定
員を拡大するため、小規模保育事業を整
備
などを行います。

認可保育
施設等の
利用定員
数

32,518
人
（Ｒ2.4）

34,218
人
（R3.4）

37,739
人
（Ｒ5.4）

31,147
人（Ｈ
31.4）

29,674
人（Ｈ
30.4）

○
子ども未来局
子育て支援部

保育推進課

＜①私立保育所整備費等補助事業＞
令和2年度定員増890人
【内訳】
・保育所新築（5件　340人増）
・保育所増改築（2件　60人増）
・賃貸等による保育所の創設（11件　490
人増）
＜②認定こども園整備費補助事業＞
令和2年度定員増631人
【内訳】
・幼保連携型認定こども園の新築（3件
180人増）※うち1件は2か年事業であり、
定員増は計上しない
・幼保連携型認定こども園への移行（10
件　416人増）※うち4件は2か年事業であ
り、定員増は計上しない
・幼稚園型認定こども園への移行（1件
20人増）
・保育所型認定こども園への移行（1件
15人増）
＜③地域型保育改修等補助事業＞
令和2年度定員増180人
【内訳】
・小規模保育事業改修（9件　171人増）
・事業所内保育事業（1件、9人増）
＜④認可外保育施設の認可化移行支援
事業＞
令和2年度定員増51人
【内訳】
・認可外からの移行（2件、51人増）

＜①私立保育所整備費等補助事業＞
令和3年度定員増1,059人
【内訳】
・保育所新築（2件　180人増）
・分園(1件、29人増)
・保育所増改築（2件　60人増）
・賃貸等による保育所の創設（13件　790
人増）
＜②認定こども園整備費補助事業＞
令和3年度定員増768人
【内訳】
・幼保連携型認定こども園の新築（3件
270人増）
・幼保連携型認定こども園への移行（10
件　498人増）
＜③地域型保育改修等補助事業＞
令和3年度定員増19人
【内訳】
・小規模保育事業新築（1件　19人増）
＜④認可外保育施設の認可化移行支援
事業＞
令和3年度定員増90人
【内訳】
・認可外からの移行（3件、90人増）

継
続

幼保無償化に伴い、R1.9をもって終
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16
実費徴収に係る
補足給付事業

保育・教育に必要な物品の購入に要する
費用等を各施設・事業者が実費徴収する
場合に、国の制度に合わせて生活保護
世帯に助成します。

継
続
○ ○ ― 対象人数1486人 対象人数1297人見込み

継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

17
保育所等の利用
調整

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点します。

継
続
○ ○

加点の実
施

実施 実施 実施 実施 実施

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点した。

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

保育推進課

18 休日保育 日曜、祝日に保育を実施します。
継
続
○ ○

休日保育
実施施設

5施設 7施設 9施設 10施設 10施設

令和２年度はこれまでの市内９施設に加
え、新たに私立保育園１施設で実施。
公立保育園：ちあふるきた、ちあふるとよ
ひら、ちあふるにし
私立保育園：元町にこにこ保育園、青葉
興正保育園、北一条すずらん保育園、に
こまるえん白石
私立小規模保育事業Ａ型：ちびっこ保育
ルーム平岸ひまわり園、にこまるえん東
白石、にこまるえん南郷

令和３年度はこれまでの市内10施設に
加え、新たに私立保育園１施設で実施予
定。
公立保育園：ちあふるきた、ちあふるとよ
ひら、ちあふるにし
私立保育園：元町にこにこ保育園、青葉
興正保育園、北一条すずらん保育園、に
こまるえん白石、札幌北はぐはぐ保育園
私立小規模保育事業Ａ型：ちびっこ保育
ルーム平岸ひまわり園、にこまるえん東
白石、にこまるえん南郷

継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

18 夜間保育事業
午前０時（一部施設は午後10時）までの
保育を実施します。

継
続
○ ○

夜間保育
事業を実
施する施
設数

3施設 3施設 3施設 3施設 3施設

(1)札幌市大通保育園
【標準時間】10:00～21:00
【時間外保育】①8:00～10:00②21:00～
24:00

(2)札幌市しせいかん保育園
【標準時間】10:00～21:00
【時間外保育】①8:00～10:00②21:00～
22:00

(3)札幌市二十四軒南保育園
【標準時間】10:00～21:00
【時間外保育】①8:00～10:00②21:00～
24:00

(1)札幌市大通保育園
【標準時間】10:00～21:00
【時間外保育】①8:00～10:00②21:00～
24:00

(2)札幌市しせいかん保育園
【標準時間】10:00～21:00
【時間外保育】①8:00～10:00②21:00～
22:00

(3)札幌市二十四軒南保育園
【標準時間】10:00～21:00
【時間外保育】①8:00～10:00②21:00～
24:00

継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

18 時間外保育事業
開所時間の11時間を超えて、18時以降
に１時間または２時間の時間外保育を実
施します。

継
続
○ ○

時間外保
育実施施
設数

381
施設

410
施設

442
施設

480
施設

未定

令和２年度は480施設（公立保育所・認定
こども園19、私立認可保育所・認定こども
園330、公設民営保育所３、私立地域型
保育事業所127、公設民営地域型保育事
業所１）で実施。

令和３年度は510施設（公立保育所・認定
こども園19、私立認可保育所・認定こども
園352、公設民営保育所３、私立地域型
保育事業所135、公設民営地域型保育事
業所１）で実施予定。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

18 一時預かり事業
幼稚園等での一時預かりを実施します。
（幼稚園型・一般型幼稚園タイプ・一般型
保育所タイプ）

継
続
○ ○

幼稚園等
での一時
預かり事
業定員数

4,316人 4,800人 5,948 6,119人 未定

保護者の就労形態の多様化等に伴う
様々な保育ニーズに対応するため、幼稚
園等における一時預かり事業を継続して
実施する。

保護者の就労形態の多様化等に伴う
様々な保育ニーズに対応するため、幼稚
園等における一時預かり事業を継続して
実施する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

18
病後児デイサー
ビス事業

病気回復期にある児童を、就業や急用な
どにより家庭で保育できない保護者に代
わって、病院等に付設した施設で預かり
ます。

継
続
○ ○ ○

実施施設
数

6施設 6施設 6施設 6施設 ８施設 ６施設で実施。延べ利用人数857人 延べ利用人数1,948人見込み
拡
充

施設数を合計
８施設となる
まで増設でき
るように医療
機関へアプ
ローチを行う。

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課
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18
ファミリー・サポー
ト・センター事業

子育ての支援を受けたい方と援助したい
方により会員組織をつくり、地域で子育て
家庭を支える活動を支援する事業です。
日常的な預かりに対応する「さっぽろ子
育てサポートセンター事業」と緊急時や
病児、病後児の預かりに対応する「こども
緊急サポートネットワーク事業」の２つの
事業を実施します。
併せて、病児、病後児預かり時の負担を
軽減するための補助制度を実施します。

継
続
○ ○ ○ ―

・全区のこそだてインフォメーションにお
いて、ファミリー・サポート・センター事業
と病後児デイサービス事業の事前登録
窓口を実施。

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、一部の預かりサービスを一時的に休
止。

さっぽろ子育てサポートセンター事業　活
動件数　6,498件
札幌市こども緊急サポートネットワーク事
業　活動件数　246件

・全区のこそだてインフォメーションにお
いて、ファミリー・サポート・センター事業
と病後児デイサービス事業の事前登録
窓口を実施。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

18
市立幼稚園預か
り保育事業

市立幼稚園において預かり保育を実施
するとともに、園と家庭が連携したよりよ
い幼児期の子育てのあり方について研
究し、その成果を発信します。

継
続
○ ○

就労枠を
含めた1日
当たりの
預かり保
育利用者
数

5.1
（2016）

6.1 8.3 9.4 25

・市立幼稚園９園で実施。（実施日：月～
金及び長期休業中の８時～18時（教育時
間を除く））
・利用者数（９園合計）年間延べ20,291
名。1日平均利用者数9.4名/園。
・園便りやホームページで、よりよい子育
ての在り方を発信。
・預かり保育の質の向上に向けた事例に
ついて情報交流をし、その内容を全園で
共有して実践。

・市立幼稚園９園で実施。（実施日：月～
金及び長期休業中の８時～18時（教育時
間を除く））
・園と保護者が連携したよりよい子育て
の在り方について研究し、その成果を園
便りやホームページ等を活用して発信。

継
続

教育委員会
学校教育部

幼児教育セ
ンター担当
課

19
子育て短期支援
事業（子ども
ショートステイ）

児童を養育している家庭の保護者が、疾
病等の社会的な事由により家庭における
児童の養育が一時的に困難となった場
合に、児童養護施設等において児童を
一時的に養育します。

継
続
○ ○ ○ ○

市内実施
箇所数

6ヶ所 6ヶ所 6ヶ所 6ヶ所 6ヶ所

市内６カ所で事業を実施。
実施施設：（実施施設：児童養護施設５施
設（札幌育児園、札幌南藻園、柏葉荘、
興正学園、羊ケ丘養護園）及び乳児院１
施設（札幌乳児院）
利用延べ日数：１，７９６日

市内６カ所で事業を実施予定。
実施施設：（実施施設：児童養護施設５施
設（札幌育児園、札幌南藻園、柏葉荘、
興正学園、羊ケ丘養護園）及び乳児院１
施設（札幌乳児院）
利用延べ日数（見込）：２，８９３日

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

20 保育センター運営
市民の保育ニーズの多様化に対応でき
るよう保育関係者の資質の向上を図りま
す。

継
続
○ ○

研修実施
回数

7回 7回 7回 4回 7回
保育所等の職員を対象に委託による研
修を４回実施（新型コロナウイルス感染
症の影響により、実施回数を減少）。

保育所等の職員を対象に委託による研
修を６回行う予定。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

21 助産施設

保健上必要があるにもかかわらず、経済
的理由により、入院助産を受けることが
できない妊産婦を入所させて、助産を受
けさせることを目的とする施設であり、妊
産婦に対して安全で衛生的な出産を保
証するとともに、胎児が無事に生まれてく
ることを確保し、ひいては児童の健全な
育成を図ります。

継
続
○ ○

助産の実
施

実施 実施 実施 実施 実施 5施設12床で実施。 5施設12床で実施。
継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

乳
幼
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22 産後ケア事業

生後6か月未満の子どもがおり、家族等
から十分な援助が得られず、かつ心身の
不調又は育児不安等がある産婦を対象
に、宿泊又は日帰りで休養の機会を提供
し、母子の健康管理や育児に関する助言
指導を行います。

継
続
○ ○

産後ケア
事業の年
間利用者
数

337 243 286 361 350
市内11か所の助産所の助産師により、
宿泊型と日帰り型で、産婦と4か月未満
の児に対してケアの提供を実施した。

対象月齢を６か月未満、利用日数を７日
以内、宿泊型の利用時間を延長するなど
利用要件を拡大することにより、ケアの
充実を図る。

拡
充

令和３年４月
より対象月齢
を６か月未
満、利用日数
を７日以内、
宿泊型の利用
時間を延長す
るなど利用要
件を拡大

保健福祉局
保健所

健康企画課

認可外保育施設
等利用給付事業

国の基準に基づき、施設等利用給付認
定を受けて、給付の対象となる認可外保
育施設等を利用した方を対象に、一度利
用料を施設にお支払いいただき、後日札
幌市から還付する方法で給付を行います
（給付額には上限有があります）。

追
加
掲
載

○ ○
事業の実
施

― ― 実施 実施 実施
国の基準に基づき、認可外保育施設等
を利用した方を対象に、利用料の一部を
補助した。

令和２年度と同様に実施する。
継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

幼児期の教育に
関する保護者等
への支援

市立幼稚園等において、幼児やその保
護者等を対象に活動体験や子育てに関
する講座などを実施します。

追
加
掲
載

○ ○

幼稚園体
験イベン
ト、講演会
参加数
（累計）

6,190
名

5,621名 4,193名 1,916名 6,000名

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、札幌市幼児教育講演会を中止
・市立幼稚園・市立認定こども園の「子育
て広場」を10園で71回実施、累計で1,916
名（新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、7月までの実施を見合わせた）

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、札幌市幼児教育講演会を中止
・市立幼稚園・市立認定こども園の「子育
て広場」を10園で６月から３月まで実施予
定（新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、5月の実施を見合わせたため）

継
続

教育委員会
学校教育部

幼児教育セ
ンター担当
課

施策２-２　子どもの学びの支援

1
若者の社会的自
立促進事業（学習
支援）

学力格差の解消及び高校中退者等の進
学・就労に資するよう、高校中退者等を
対象に、高等学校卒業程度の学力の習
得を目指す学習相談及び学習支援を、
平成30年度から新たに実施します。

新
規

○

学習支援
への参加
者数

― 21人 47人 49人 40人

高校中退者等から延べ283件の相談に
応じ、49名に対し高等学校卒業程度認定
試験や高校受験を目標とした学習支援を
実施した。このうち24名が高等学校卒業
程度認定試験に1科目以上合格し、うち
13名が高卒資格を取得し就労支援・進学
等に繋がった。また、3名が高校に合格し
入学に至った。

引き続き高校中退者等からの相談に応
じ、高等学校卒業程度認定試験や高校
受験を目標とした学習支援を実施する。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

・各学校において全国学力・学習状況調
査や札幌市の共通指標等を用いた分析
を踏まえ、「学ぶ力」育成プログラムを作
成・実施し、分かる・できる・楽しい授業づ
くりを更に推進するとともに、プログラム
の今年度の具体的な改善策の中に「さっ
ぽろっ子『学び』のススメ」の活用につい
て明確に記すことで、子どもの「学ぶ力」
育成に向けた自校の取組を家庭・地域に
も説明し、連携した取組を一層推進して
いく。
・家庭と連携して、子どもの学ぶ意欲を向
上させ、学習習慣や生活習慣づくりを行
うため、「さっぽろっ子『学び』のススメ」の
リーフレットを作成し、市内の小学校・中
学校の全家庭に配布するとともに、保護
者説明用資料を各学校に提供するなど、
札幌市の学校教育における子ども観・教
育観を学校と家庭とが一層共有できるよ
う情報発信の充実を図る。

・各学校において全国学力・学習状況調
査や札幌市の共通指標等を用いた分析
を踏まえ、「学ぶ力」育成プログラムを作
成・実施し、分かる・できる・楽しい授業づ
くりを更に推進するとともに、プログラム
の今年度の具体的な改善策の中に「さっ
ぽろっ子『学び』のススメ」の活用につい
て明確に記すことで、子どもの「学ぶ力」
育成に向けた自校の取組を家庭・地域に
も説明し、連携した取組の一層の推進を
図った。
・家庭と連携して、子どもの学ぶ意欲を高
め、学習習慣や生活習慣づくりを行うた
め、「さっぽろっ子『学び』のススメ」のリー
フレットを作成し、市内の小学校・中学校
の全家庭に配布するとともに、新たに保
護者説明用資料を作成し、各学校に提
供するなど、札幌市の学校教育における
子ども観・教育観を学校と家庭とが一層
共有できるよう情報発信の充実を図っ
た。

95.27%2 ○
継
続

乳
幼
児
期
の
子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
を
支
え
る
取
組
の
推
進

学
び
を
支
え
る
取
組
の
推
進

「学ぶ力」の育成

学校・家庭・地域と教育委員会が一体と
なり、子どもたちに、「学ぶ力」の３要素
「学ぶ意欲（主体的に学習に取り組む態
度）」「学んだ力（基礎的・基本的な知識・
技能）」「活かす力（思考力・判断力・表現
力等）」をバランスよく育みます。

○○

「学ぶ力」
育成プロ
グラムを
保護者等
にも説明
する学校
の割合

100%

コロナ
ウイル
ス感染
症対策
等のた
め未調
査

61%52%
教育課程担
当課

教育委員会
学校教育部

継
続
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3 家庭教育事業

保護者を対象とした講演会の開催や、そ
の内容についての広報等を通じて、家庭
教育に関する意識啓発を図るとともに、
子どもとのより良い関わり方について広く
発信します。

継
続

○

家庭教育
事業への
年間参加
者数

5,977人 6,454人 5,897人 989人
6,300
人

「家庭教育学級」は新型コロナウイルス
感染症の影響を受け、９月より事業を開
始し、53の園・学校が、感染症対策を講
じながら学習会を企画・開催した（参加者
989人）。
「親育ち応援団事業（講演会・出前講
座）」は、市内における感染状況を踏ま
え、令和２年度の実施を見送った。
また、自宅で気軽に家庭教育を学べるよ
う、ＨＰ「さっぽろ家庭教育ナビ」のサイト
更新を行うなど、コンテンツの充実を図っ
た(延べ閲覧者数47,980人）。

感染症の動向を注視しつつ、各学級への
活動支援を行うほか、家庭教育に関する
動画配信を検討するなど「さっぽろ家庭
教育ナビ」を中心とした取組に力を入れ、
多様な学習機会の提供を目指していく。

継
続

教育委員会
生涯学習部

生涯学習推
進課

4
札幌まなびのサ
ポート事業

生活困窮世帯の中学生の子どもに対し、
学習習慣の定着を図り高校進学を実現
するとともに、自己肯定感を持てるような
居場所の提供を行うことを目的とした学
習支援事業を実施します。

継
続

○

学習支援
事業の参
加人数

618人 522人 479人 448人 未定

「貧困の連鎖」を防ぐため、生活困窮世
帯の子どもに対する学習支援を平成24
年から実施している。
令和２年度は生活保護受給世帯及び就
学援助利用世帯の中学生を対象に市内
40会場（約15名/会場）で600名程度の受
け入れを見込み実施した。その結果、
448名が本事業へ参加し、年度末まで参
加した中学３年生の高校等進学率は
100%であった（対象者との連絡不通によ
り、進路未確認者３名）。

令和３年度も引き続き、生活保護受給世
帯及び就学援助利用世帯の中学生を対
象とし、学習支援を実施する。
実施規模は昨年同様、市内40会場（15名
/会場）で600名の受入を見込んでいる。
また、高校進学後のフォローアップを実
施することで中退防止に向けた取り組み
も行っていく。

拡
充

個別学習支援
の開始時期に
ついて、例年
は６月として
いたが令和４
年度より４月
開始とする見
込みである。

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

5
ひとり親家庭学習
支援ボランティア
事業

ひとり親家庭の児童（小学校３年生から
中学校３年生）に対し、学習支援（市内10
区の会場で実施）により学習習慣を身に
つけさせるとともに基礎的な学力の向上
を図り、また進学や進路等の相談を通じ
てひとり親家庭の不安感を解消し、ひとり
親家庭の自立を促進します。

継
続

○ ―

①参加人数
　　延べ3,056人
②登録ボランティア数
　　151人

市内全10区で実施
原則週１回、２時間程度

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

6
スタディメイト派遣
事業

児童養護施設等に入所中の児童に対
し、大学生などの有償ボランティアを派遣
し、学習支援等を行います。

継
続
○ ○ ○

学習支援
等を実施
した延べ
児童数

1,043人 820人 1,009人 626人 920人
児童養護施設等に入所している児童に
対して学習支援等を実施。

児童養護施設等に入所している児童に
対して学習支援等を実施予定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

7
アイヌ民族の児
童・生徒の学習支
援

アイヌの児童・生徒に対し、進学率向上
を目的とした学習支援事業を実施しま
す。

継
続

○ ○

参加児童
数（延べ
人数）

61人 77人 55人 49人 200人

開催日：夏季　令和２年８月８日～12日
　　　　　 冬季　令和３年１月７日～９日、
　　　　　　　　　　　　　　　　 　13日～14日

開催場所：札幌市共同利用館

夏季及び冬季において、各５日間を、札
幌市共同利用館にて実施予定

継
続

市民文化局
市民生活部

アイヌ施策
課

札幌市教育セン
ター（日本語教
室）

札幌市教育センターの附属施設「日本語
教室」において、札幌市立小・中学校に
在籍している海外帰国児童生徒及び外
国人児童生徒の日本語学習や学校生活
への適応に向けた支援を行います。

追
加
掲
載

○ ―

・R2年4月からR3年2月までは札幌市教
育センターを会場とし、日本語の指導等
を実施。ちえりあの改修工事に伴い、同
年3月からリフレサッポロへ一時移転し、
指導を継続。
・1回60分で原則週2回を基本とし、個別
またはグループでの学習を実施。
・通級児童生徒数は14人、実施回数は計
416回である。

・リフレサッポロを会場とし、日本語の指
導等を実施。ちえりあの改修工事終了
後、R4年1月末頃をめどに、ちえりあに移
転する予定。
・1回60分で原則週2回を基本とし、個別
またはグループでの学習を実施。
・学校や家庭との日本語額は週に係る情
報を共有し、日常生活における日本語能
力を身に付けるための効果的な指導に
繋げる。

継
続

教育委員会
学校教育部

教育相談担
当課

学
び
を
支
え
る
取
組
の
推
進
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8

スクールソーシャ
ルワーカーの活
用
【再掲１－１】

教育分野に関する知識に加えて、社会福
祉等の専門的な知識や経験を有するス
クールソーシャルワーカーが、児童生徒
がおかれた様々な環境へ働きかけたり、
関係機関等とのネットワークを構築したり
して、困難を抱える児童生徒を支援しま
す。
また、スクールソーシャルワーカーの活
用を一層進め、児童生徒の支援体制をさ
らに充実させます。

拡
充

○ ○ ○

スクール
ソーシャ
ルワー
カーの配
置人数

11人 18人 18人 19名 18人

　有資格者SSWと巡回SSWが、困りを抱
えた家庭等に適切に対応した。また、教
育委員会及び市内３つのエリア全てに
スーパーバイザーを配置できるよう、スー
パーバイザーを４名とし、SSWに対する
助言や研修を実施し、支援の充実を図っ
た。

令和２年度と同様の体制により、、困りを
抱えた家庭等による支援を行う。各エリ
アに配置したスーパーバイザーによる助
言や研修を引き続き実施することで、
SSWの資質の向上を図る。さらに巡回
SSWが学校からの相談を受け、コンサル
テーションを行うことで、早期の解決を目
指す。

継
続

教育委員会
学校教育部

児童生徒担
当課

9
スクールカウンセ
ラーの活用
【再掲1－１】

児童生徒の臨床心理に関して高度な専
門的知識及び経験を有するスクールカウ
ンセラーを、全市立小・中・高等学校・特
別支援学校及び中等教育学校に配置
し、児童生徒や保護者の教育相談に対
応します。
また、小学校へのスクールカウンセラー
の配置時間数を拡充するなど、学校の教
育相談体制のさらなる充実に取り組みま
す。

拡
充

○ ○ ○

小学校へ
のスクー
ルカウン
セラー配
置時間数

54時間 66時間 69時間 69時間 69時間

各学校において、児童生徒の心のケアに
ついてスクールカウンセラーの活用を進
めるなど、生徒指導上の課題等の未然
防止に向けた取組の充実を図った。
また、小中一貫した教育の充実に向け、
パートナー校である小学校と中学校に可
能な限り同一のスクールカウンセラーを
配置した。

各学校において、教育プログラムや校内
研修等におけるスクールカウンセラーの
活用を進めるなど、生徒指導上の課題等
の未然防止に向けた取組を一層充実さ
せる。
また、小中一貫した教育の充実に向け、
今後も、パートナー校である小学校と中
学校に可能な限り同一のスクールカウン
セラーを配置する。

継
続

教育委員会
学校教育部

児童生徒担
当課

10
子どもの学びの
環境づくり事業

不登校児童生徒の受け皿となっている札
幌市内のフリースクール等民間施設に対
し、児童生徒の指導体制の整備や、教
材・体験活動等の充実を目的として当該
経費の一部を助成しています。
平成29年度から、児童生徒数に応じた補
助上限額の段階を増やし、支援の拡充を
図っています。

29
年
度
拡
充

○

フリース
クールな
ど民間施
設事業費
補助団体
数

8団体 9団体 10団体 9団体 10団体

フリースクール等民間施設9団体に対し、
児童生徒の指導体制の整備や、教材・体
験活動等の充実を目的として当該経費
の助成を実施。また、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受け、フリースクール
等民間施設17団体に対し、本市で購入し
たマスク・消毒液を配布し、11団体に対し
ては、感染症対策に必要な経費の助成
を実施した。

令和２年度と同様、フリースクール等民
間施設の運営経費等の助成及び新型コ
ロナウイルス感染症対策のための経費
助成を実施予定。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

11
相談支援パート
ナー事業

不登校や不登校の心配のある児童生徒
に対し、個に応じたきめ細かな支援を行
い状況改善を図ります。主に登校しても
教室に入ることができない児童生徒に対
し、別室における学習等の支援を行いま
す。

継
続

○

相談支援
リーダー・
パート
ナーの支
援による
不登校状
況の改善
率

89.40% 89.40% 77.10% 81.00% 90.00%

・相談支援パートナー（ボランティア251
名）を全中学校,中等教育学校,モデル小
学校20校に配置し、不登校やその心配
のある児童生徒への登校支援や別室等
における学習支援等を行った。
・相談支援リーダーを小学校10校に配置
し、配置校における不登校支援や各区の
相談支援パートナーへの指導,助言を
行った。

・小学校10校に相談支援リーダーを、全
中学校及び中等教育学校に相談支援
パートナーを配置し、不登校や不登校の
心配のある児童生徒への支援を継続す
るとともに、モデル校を小学校40校に拡
充し、早期段階における相談支援パート
ナーの活用について効果検証を図る。

拡
充

小学校におけ
る相談支援
パートナー活
用モデル校を
段階的に拡充
することを検
討。

教育委員会
学校教育部

教育相談担
当課

12
不登校児童生徒
に対する相談・支
援

不登校児童生徒に対し、学校復帰や社
会的自立に向けた相談指導教室及び教
育支援センターでの支援の充実を図ると
ともに、個別相談を実施することにより、
子どもや保護者の不安を和らげる取組を
推進します。

継
続

○ ○

教育支援
センター・
相談指導
教室にお
ける不登
校状況の
改善率

41.30% 59.00% 65.48% 67.10% 60.00%

・不登校状況の改善や社会的自立に向
けた支援の在り方についての不登校対
策相談指導員研修を３回実施した。
・市内小中学校の不登校児童生徒保護
者の不安を和らげるため、交流会を年２
回実施した。

・不登校対策相談指導員の交流研修や、
施設名称の統一に伴い多くの子どもが通
いやすい支援となるような活動を試行す
る。
・市内小中学校の不登校児童生徒保護
者の交流会を年２回実施する。

継
続

教育委員会
学校教育部

教育相談担
当課

子
ど
も
が
安
心
し
て
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札幌市帰国・外国
人児童生徒教育
支援事業

札幌市立小学校、中学校、中等教育学
校、高等学校に在籍する、日本語指導等
が必要な帰国・外国人児童生徒に対する
指導の充実を図るため、指導協力者の
派遣による教育支援を行います。

追
加
掲
載

○ ○ ―

・支援を必要とする帰国・外国人児童生
徒に対し、週１～２回程度指導協力者を
派遣し、日本語指導の支援を実施。全く
日本語を理解できない児童生徒には、指
導回数を増やすなど初期指導の充実を
図った。
・令和２年度は、46校の小・中・高校に在
籍する91名に対し、3,013回の支援を実
施。

市立小中学校・中等教育学校・高等学校
に在籍する日本語指導等が必要な帰国・
外国人児童生徒に対する指導の充実を
図るため、支援を必要とする児童生徒の
在籍校へ指導協力者を派遣し、当該児
童生徒の円滑な学校生活に資する。

拡
充
支援児童生徒
の増加

教育委員会
学校教育部

教育課程担
当課

学びの支援総合
センター事業

障がいや不登校、日本語習得への困難
さなどにより、個別に特別な支援を必要
とする子どもへの相談・支援を総合的に
行う体制を整備し、対象となる児童生徒
への支援の充実を図ります。

追
加
掲
載

○ ○ ―

・総合的な相談体制に必要な人材やシス
テム、日本語能力判定やアセスメント等
についての調査・研究を行った。
・他都市の取組の視察は新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため実施しな
かった。

障がいや不登校の特別な支援を必要と
する子ども及び外国人児童生徒の適応
への相談・支援を総合的に行う体制を整
備し、対象となる児童生徒への支援の充
実を図る。

継
続

教育委員会
学校教育部

教育相談担
当課

13
高等学校等生徒
通学交通費助成

札幌市内に居住し、公共交通機関を利
用して石狩管内の高等学校などに通う生
徒に対し、通学に要する交通費のうち基
準額を超える額の1/2を助成します。

新
規

○
通学交通
費の助成

―
助成開
始

継続 継続 継続 助成者数　602人 助成予定者数　734人
継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課

14 就学援助

経済的理由により、就学困難な小・中学
生がいる世帯に対し、その世帯の収入に
応じて学用品費、修学旅行費、給食費等
学校教育にかかる費用の一部を助成し
ます。
また、支給費目の追加など、制度の充実
に取り組みます。

拡
充

○ ―
対象児童数（小学校）：11,607人
対象生徒数（中学校）：6,469人

見込み対象児童数（小学校）：10,986人
見込み対象生徒数（中学校）：6,078人

継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課

15 奨学金支給

意欲や能力があるにもかかわらず経済
的理由によって修学困難な学生又は生
徒に対し、返還義務のない奨学金を支給
します。

継
続

○ 採用人数 1,297人 1,306人 1,291人 1,500人
1,500
人

奨学生採用人数内訳
・高校等　1,240人
・大学等　  260人

奨学生採用人数内訳
・高校等　1,240人
・大学等　  260人

継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課

16
札幌市特別奨学
金支給事業

札幌市特別奨学金支給条例に基づき、
経済的に困窮している世帯の子どもが技
能習得を目的とした高等学校等に通うた
めに必要な学資を支給します。

継
続

○ ―

・技能習得資金
 　受給者数：205人
　（公立：168人、私立：37人）
・支度資金
 　受給者数：49人
　（公立：44人、私立：5人）

生活が困難になっている世帯の経済的
自立を図るため、その世帯の生徒が技能
習得を目的とした高等学校等に通う場合
に、返還義務のない奨学金を支給する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

17
義務教育児童生
徒遠距離通学定
期料金助成

札幌市立小・中学校へバス等の公共交
通機関を利用して通学する児童生徒の
保護者に対し、通学定期料金の全額を
助成します。

継
続

○

対象者へ
の年間助
成率

100% 100% 100% 100% 100%
助成対象者数
・小学生958人
・中学生227人

助成対象者数
・小学生1,184人
・中学生239人

継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課
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18
特別支援教育就
学奨励費

札幌市立小・中学校の特別支援学級に
就学している児童生徒、通常学級に在籍
しているが重度の障がいや疾病のある
児童生徒、通級指導教室に通級している
児童生徒がいる世帯に対し、その世帯の
収入に応じて学用品費、給食費等学校
教育にかかる費用の一部を助成します。

継
続

○ ―
対象児童数（小学校）：1,150人
対象生徒数（中学校）：436人

見込み対象児童数（小学校）：1,341人
見込み対象生徒数（中学校）：656人

継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課

19
高等学校定時制
課程教科用図書
給与

高等学校定時制課程への修学を促進
し、教育の機会均等を保障することを目
的として、高等学校定時制課程に在学す
る有職生徒に教科用図書を給与します。

継
続

○

対象者へ
の年間助
成率

100% 100% 100% 100%
助成対象者数

（大通高校のみ）　147人
助成対象者数

（大通高校のみ）　263人
継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課

20
高校生留学支援
事業

将来を担う国際感覚豊かな人材の育成
を目的として、高等学校、中等教育学校
（後期課程）及び特別支援学校（高等部）
に在籍する生徒を対象に、留学に要する
費用の一部補助を実施します。

継
続

○ ―
経済観光局
国際経済戦略

室

経済戦略推
進課

施策２-３　子どもの居場所づくり・体験活動の支援

1

地域における子
どもの居場所づく
りの推進に向けた
取組

子ども食堂など、地域における子どもの
居場所の運営状況や地域ニーズの調査
に基づき作成したガイドブックを活用し
て、利用や開設に向けた活動紹介や情
報提供を進めるとともに、広く利用や参
加、支援の機運醸成を図ります。
また、子どもにとって身近で、安心できる
地域における居場所づくりの推進に向け
た効果的な支援策を検討します。

新
規

○ ○

支援によ
り、新たに
居場所づ
くりに取り
組んだ、
又は機能
や機会を
増やした
団体

― ― ― 31団体 40団体

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、子ども食堂が食事の提供に代えて弁
当を配布・配達する費用を補助する事業
を実施（R2.5～７月、20団体に828千円）
・子ども食堂など子どもの居場所づくり活
動に取り組む団体に対し、活動にかかる
経費の一部を補助する事業を実施（11団
体に1,241千円）。
・子どもコーディネーターが子ども食堂等
に巡回し（R2年度までに32団体）、子ども
の居場所における見守りに関する助言
等を行った
・市ホームページに札幌市内の子ども食
堂等一覧を掲載した。

・子ども食堂など子どもの居場所づくり活
動に取り組む団体に対し、活動にかかる
経費の一部を補助する事業を実施。
・子どもコーディネーターの子ども食堂等
への巡回を更に拡大し、運営団体との連
携を強化する。
・ホームページを活用し、運営団体及び
市民に対し、子どもの居場所づくり活動
に関する情報提供を行う。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どものく
らし支援担
当課

2
新型児童会館整
備

既存の児童会館及びミニ児童会館（放課
後子ども館を含む。）を、小学校（必要に
応じ、まちづくりセンターや地区会館など
地域のまちづくり活動施設）と併設した児
童会館として再整備を進めます。

拡
充
○ ○ ○

新型児童
会館整備
数

2館 6館 9館 11館 17館
エルムの森児童会館、常盤児童会館を
整備。

仮）中央小児童会館、仮）発寒南小児童
会館、二十四軒児童会館を整備予定

継
続 -

子ども未来局
子ども育成部

子ども企画
課

教
育
の
機
会
均
等
を
図
る
た
め
の
経
済
的
支
援
の
充
実

子
ど
も
の
居
場
所
づ
く
り
の
推
進

R1年度をもって終了
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取
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事
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N
o

事業・取組名 事業内容

計
画
策
定
時
区
分

活動指標
2020
年度
実績

目標値
（2022
年度）

当初値
（2017
年度）

2018
年度
実績

2019
年度
実績

所管

令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（202１年度）実施予定
新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

今
後
の
方
向
性

4
放課後子ども教
室

児童会館やミニ児童会館が利用しにくい
地域で、地域住民や保護者等が運営す
る「放課後子ども教室」を実施します。

継
続

○

実施館数
（各年度４
月時点）

5館 4館 4館 4館 3館

放課後子ども館1館
放課後子ども教室3カ所　を実施

放課後子ども館は、ミニ児童会館整備に
より2020年度で終了

放課後子ども教室3カ所　を実施
継
続 -

子ども未来局
子ども育成部

子ども企画
課

5
札幌市児童育成
会運営補助

保護者の就労等による留守家庭児童を
対象に、生活の場と適切な遊びの提供を
通じた健全育成を図っている民間の児童
育成会に対し、登録児童数等に応じて助
成金の交付を行います。

継
続

○

民間児童
育成会の
数（各年
度4月時
点）

48 47 46 45 47

保護者の就労等による留守家庭児童を
対象に、遊びなどの指導を通じた健全育
成を図っている民間児童育成会46団体
に対し、登録児童数に対して助成金の交
付を行った。

引き続き、民間児童育成会45団体に対
し、登録児童数等に応じた運営費等の助
成金の交付を行う。

継
続 -

子ども未来局
子ども育成部

子ども企画
課

子
ど
も
の
体
験
活
動
の
推
進

6
サッポロサタデー
スクール事業

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企
業等の豊かな社会資源を活用したプログ
ラムを土曜日等に実施する「サッポロサ
タデースクール」を通して、地域と学校の
連携の仕組みを整えることにより、地域
全体で子どもを育てる環境の醸成を目指
します。

拡
充

○

サッポロ
サタデー
スクール
実施校数

30校 43校 47校 12校 56校

新型コロナウイルス感染症対策による入
校制限に伴い、７月まで事業を休止し
た。感染症対策を講じた上で、８月以降、
活動体制の整った運営協議会から事業
を再開し、12校12運営協議会で、子ども
たちに学びや体験の場となるプログラム
を提供した。
運営者支援を目的とした研修会は、対面
での実施を見合わせ、活動の留意事項
や好事例などを紹介した資料を配布。当
該資料は全小中学校へデータ配信し、事
業の普及・啓発に活用した。また、コー
ディネーターの発掘・育成等を目的として
経験豊かなＮＰＯ等の人材を派遣した。

新型コロナウイルス感染症の動向を注視
しながら、適切な感染対策を講じ、可能
な範囲で事業を実施予定。
研修会の開催やＮＰＯ等の人材派遣によ
り運営支援を行うとともに、地域団体やＰ
ＴＡなどへの事業の普及・啓発を図る。

拡
充

実施校数につ
いて令和元年
度実績までの
回復を目指
す。

教育委員会
生涯学習部

生涯学習推
進課

3
児童会館、ミニ児
童会館

児童会館、ミニ児童会館では、児童・父
母がともに参加できる親子工作会、ス
ポーツ大会などの各種つどいやクラブ・
サークル活動、野外活動、自主活動など
の事業等を実施するほか、児童クラブに
登録している子どもも一般利用の子ども
も分け隔てなく、積極的な交流を通じて、
健全育成を図ります。
※児童会館は高校生まで、ミニ児童会館
は小学生が対象

継
続
○

3,900,000
人

子
ど
も
の
居
場
所
づ
く
り
の
推
進

○
3,700,284
人

3,897,221
人

○

児童会
館・ミニ児
童会館利
用者数

3,830,280
人

2,607,855
人

児童の校外生活を豊かにし、異年齢集
団で遊びを通じて地域における児童の交
流をいっそう深めることを目的に、昨年度
に引き続き、下記の取組を実施する。
　○各種集い（工作会・スポーツ大会・鑑
賞会・読み聞かせ・もちつき大会等）
　○クラブ活動（音楽・ダンス・スポーツ等
児童の要望にあったクラブ）
　○学習支援活動（小学校教員のプロ
ジェクトにより作成した指導員向けマニュ
アル「学習レシピ」の活用等）
　〇長期休業期間中の宿題タイム
　○子ども運営委員会（子どもたちが児
童会館の運営に関わる取組）

新型コロナウイルスの影響により、飲食
や調理・宿泊を伴う事業を中止したが、
児童の校外生活を豊かにし、異年齢集
団で遊びを通じて地域における児童の交
流を深めることを目的に、主に下記の取
組を実施した。
　○各種集い（工作会・スポーツ大会・鑑
賞会・読み聞かせ・もちつき大会等）
　○クラブ活動（音楽・ダンス・スポーツ等
児童の要望にあったクラブ）
　○学習支援活動（小学校教員のプロ
ジェクトにより作成した指導員向けマニュ
アル「学習レシピ」の活用等）
　〇長期休業期間中の宿題タイム
　○子ども運営委員会（子どもたちが児
童会館の運営に関わる取組）

子ども企画
課

子ども未来局
子ども育成部-

継
続
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方
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性

7
プレーパーク推進
事業

子どもの自主性・創造性・協調性を育む
ことを目的として、子どもが身近な公園等
において自分の責任で自由に遊ぶことが
できるよう、地域住民等が主体的に開
催・運営するプレーパークを推進します。

継
続
○ ○

プレー
パークの
年間参加
者数

4,588人 4,750人
4,860
人

2,410
人

6,000
人

①プレーパークの普及啓発事業として、
出前講座を2回、出張プレーパークを1
回、プレーパーク体験イベント及びイベン
トへのブース出展を7回実施。
②プレーパークを開催・運営する市民団
体に活動支援を実施。（相談対応窓口の
設置/プレーリーダーの派遣（145名）/開
催周知用チラ
シ・ポスターの印刷（4,210枚）/開催に必
要な道具の貸出（56回））
③プレーリーダー研修会及びプレーパー
クのリスクマネジメント講習会をそれぞれ
１回実施。

①プレーパークの普及啓発事業として、
出前講座、出張プレーパーク、プレー
パーク体験イベント及びイベントへのブー
ス出展を実施（年間計10回程度）。
②プレーパークを開催・運営する市民団
体に活動支援を実施。（相談対応窓口の
設置/プレーリーダーの派遣/開催周知
用チラシ・ポスターの印刷/開催に必要な
道具の貸出）
③プレーリーダー研修会、安全管理講習
会、プレーパークの活動報告会・意見交
換会の実施。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

8
子どもの体験活
動の場支援事業

旧真駒内緑小学校跡施設「まこまる」に
おいて、子どもの自立性と社会性を育む
ことを目的に、プレーパークや昔遊びな
ど、多様な体験機会を子どもに提供する
子どもの体験活動の場「Ｃｏミドリ（こみど
り）」の運営を支援します。

継
続
○ ○

「Coミドリ」
年間来館
者数

17,762人17,870人
16,271
人

1,030
人

20,000
人

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止の観点から、４月１日から６月19日
まで休館にした。
適切な感染防止対策を講じてプレーパー
ク（年間118日実施）や多様な体験プログ
ラムを提供するとともに、花壇等を利用し
て多世代交流、地域連携事業を実施（子
どもの体験活動の場及び多世代交流、
地域連携事業：年間44回実施）。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止の観点から、当初の計画案から実
施回数に変更がある。
プレーパーク（金土日及び市立小学校長
期休み期間の水～日祝実施）や多様な
体験プログラムを提供するとともに、花壇
等を利用して多世代交流、地域連携事業
を実施予定。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

9
少年団体活動促
進事業

様々な体験活動を通して、子どもの自主
的な社会参加、連帯意識の向上を促し、
青少年活動を担う人材を育成する研修
事業等を通じて、少年団体の円滑な活動
と活発化を図ります。

継
続

○ ○
少年団体
加入者数

28,664人28,542人
27,596
人

26148
人

29,000人

・市内で活動する少年6団体の新規加入者
募集に関する広報として、市内小学校、児
童会館・ミニ児童会館に配布される「エコチ
ル」に各団体の告知記事を掲載。市内の児
童に対し、広く団体のPRを行った。
・子どもの活動等の中心としてふさわしい資
質をもったジュニアリーダーを育成する研修
を実施。基本研修は56回行い、受講者は延
べ1,005名であった。新型コロナウイルス感
染症の影響により受講者数は減少したが、
オンラインでの自宅学習を通して、子ども達
の自主性や協調性を高めることができた。

新型コロナウイルス感染症の感染防止
に配慮しつつ、子ども会など少年団体の
活動支援や活発化を図る。
様々な体験活動を通して、子どもの自主
的な社会参加、連帯意識の向上を促し、
青少年活動を担う人材を育成する。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

10
進路探究学習オ
リエンテーリング
事業

将来の生き方や進路についてよく考える
とともに、体験を通じて働くことの意義を
感じ取ることができるよう、中学校・中等
教育学校の第１学年生徒及び前年度参
加していない第２学年生徒を対象として、
専修学校・各種学校と連携し、中学校・中
等教育学校の夏季休業期間中に、札幌
市内及び近郊の専修学校等を会場とし
た職業体験講座を実施します。

継
続

○
年間参加
生徒数

1,169人 884人 1,252人 1001人 1,660人

参加対象を中学校の全学年に広げるとと
もに、実施期間も拡大するなど、中学生
の職業体験の機会を広げ、進路探究学
習の充実を図った。

参加対象を中学校の全学年に広げるとと
もに、実施期間も拡大するなど、中学生
の職業体験の機会を広げ、進路探究学
習の充実を図る。

拡
充
参加生徒数の
の拡大。

教育委員会
学校教育部

教育課程担
当課

子
ど
も
の
体
験
活
動
の
推
進
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基本施策３　困難を抱える若者を支える取組の推進
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局/部 課

施策３-１　社会的自立に向けた支援

1

若者の社会的自
立促進事業（学習
支援）
【再掲２－２】

学力格差の解消及び高校中退者等の進
学・就労に資するよう、高校中退者等を
対象に、高等学校卒業程度の学力の習
得を目指す学習相談及び学習支援を、
平成30年度から新たに実施します。

新
規

○

学習支援
への参加
者数

― 21人 47人 49人 40人

高校中退者等から延べ283件の相談に
応じ、49名に対し高等学校卒業程度認定
試験や高校受験を目標とした学習支援を
実施した。このうち24名が高等学校卒業
程度認定試験に1科目以上合格し、うち
13名が高卒資格を取得し就労支援・進学
等に繋がった。また、3名が高校に合格し
入学に至った。

引き続き高校中退者等からの相談に応
じ、高等学校卒業程度認定試験や高校
受験を目標とした学習支援を実施する。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

2

困難を有する若
者への相談支援
及び支援機関
ネットワークの充
実
【再掲１－１】

若者支援施設において、ひきこもりや
ニート等困難を有する若者のための相談
事業や、自立支援プログラムを実施する
など、若者の社会的自立に向けた総合
的な支援を行います。
また、「さっぽろ子ども・若者支援地域協
議会」をはじめとする支援機関の連携に
より、困難を有する子ども・若者を速やか
に適切な支援機関へとつなげられるよう
に取り組みます。

拡
充

○

自立支援
の新規相
談登録者
数

354人 308人 351人 297人 400人

・若者支援総合センターを中心とした若
者支援施設５館において、困難を有する
若者やその家族からの相談に応じたほ
か、就労支援セミナー、対人トレーニン
グ、就労体験等の自立支援プログラムを
実施し、若者の社会的自立を促進した。
・困難を有する子ども・若者を適切な支援
機関へとつなげられるよう、「さっぽろ子
ども・若者支援地域協議会」において、支
援機関同士の連携促進に取り組んだ。

引き続き若者支援総合センターを中心と
した若者支援施設５館において、相談事
業や自立支援プログラムを実施するほ
か、学校や地域へのアウトリーチ型居場
所づくりを行い、支援を必要とする若者
の発見機能の強化に取り組む。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

3

公立大学法人札
幌市立大学運営
費交付金の交付
（授業料・入学金
の減免）

経済的困窮状態にある学生が、学費の
不安を抱えることなく、勉学に集中できる
環境を提供できるよう、札幌市立大学へ
の運営費交付金において授業料・入学
金の減免に係る費用を加味します。

拡
充

○ ―

令和２年度実施状況
〇授業料減免
前期　減免人数：143人　減免額：
26,298,850円
後期　減免人数：146人　減免額：
26,358,400円
〇入学金減免
減免人数：28人　減免額：4,559,000円

申請状況による。
継
続

まちづくり政策
局

政策企画部
企画課

4
中学校卒業者等
への進路支援事
業

札幌市若者支援総合センターにおいて、
中学校及び高等学校の卒業時や高等学
校の中途退学時等の進路未定者に対
し、進学や就労に向けた支援を行いま
す。

継
続

○

進路未決
定者等の
学校から
の情報提
供数

46件 53件 129件 77件 60件

進路支援員１名を配置し、市内の全中学
校へ訪問し事業の周知及び協力依頼を
行ったほか、中学校及び高等学校からの
依頼により生徒本人及び保護者からの
進路相談に応じ、35名が就労・進学等の
進路決定に至った。

札幌市若者支援総合センターに進路支
援員を1名配置し、学校訪問や進路相談
等に応じる。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

5
社会体験機会創
出事業

ひきこもりやニート等困難を有する若者
の職場体験やボランティア体験等の受入
先となる企業の開拓等を行います。

継
続

○

社会体験
に参加し
た延べ人
数

798人 824人 703人 469人 950人

企業等開拓員を1名配置し、協力企業の
開拓を行い、35社の新規協力企業を獲
得した。また、延べ469人の社会体験（就
労体験）を実施し、157名が就労等の進
路決定に至った。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響
により、企業での職業体験受け入れが一
部中断したため、前年に比べ延べ実績
が大幅に減少した。

札幌市若者支援総合センターに企業等
開拓員を1名配置し、企業開拓や社会体
験のサポートを行う。

継
続

子ども未来局
子ども育成部

子どもの権
利推進課

6
市立札幌大通高
等学校支援事業

多様なニーズを有する大通高校の生徒
に対して、企業や福祉機関等の外部機
関と連携した就労支援などを行います。

継
続

○

過去５年
の就職希
望者の就
職率

85.1% 88.1% 98.4% 100.0% 95%

・社会的・職業的自立に向けて、キャリア
教育を専門とする外部人材を活用し、講
演会やワークショップなどの教育プログラ
ムを実施した。
・就職希望者を対象に、キャリアカウンセ
ラーによる個別相談や就職活動サポート
等の就労支援を実施した。

　全生徒に対する外部人材を活用した
キャリア教育プログラム及びキャリアカウ
ンセラーによる個別の就労支援を継続
し、生徒の社会的・職業的自立を図る。

継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課

令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（2021年度）実施予定

今
後
の
方
向
性

新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

活動指標
当初値
（2017
年度）

2018
年度
実績

2019
年度
実績

目標値
（2022
年度）

2020
年度
実績

若
者
の
自
立
支
援
の
促
進

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名 事業内容

計
画
策
定
時
区
分

所管主な対象
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令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（2021年度）実施予定

今
後
の
方
向
性

新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

活動指標
当初値
（2017
年度）

2018
年度
実績

2019
年度
実績

目標値
（2022
年度）

2020
年度
実績

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名 事業内容

計
画
策
定
時
区
分

所管主な対象

7
フレッシュスタート
塾事業

学校卒業後３年以内の新卒未就職者等
を対象に、就職に必要な能力及び社会
人基礎力を身につけてもらう研修や職場
実習等を実施し、地元企業への早期の
正社員就職を支援します。

継
続

○
正社員就
職率

55% 62.1% ― ―
経済観光局
雇用推進部

雇用推進課

8
ワークトライアル
事業

概ね40歳以下の求職者及び非正規社員
を対象に、就職に必要な能力及び社会
人基礎力を身につけてもらう研修や職場
実習等を実施し、市内企業への正社員
及び正社員への転換が可能な早期の就
職を支援します。

継
続

○

本事業の
参加者の
就職率

― 69% 76.9% 75.2% 70%

【実施内容】
新卒未就職者、概ね49歳以下の求職
者、非正規社員等を対象に、座学研修と
職場実習を通じて、さっぽろ圏内企業へ
の正社員または正社員転換が可能な就
職を支援する。
【実績】
・研修受講者数：133人
・就職率：75.2％

【実施内容】
新卒未就職者、概ね49歳以下の求職
者、非正規社員等を対象に、座学研修と
職場実習を通じて、さっぽろ圏内企業へ
の正社員または正社員転換が可能な就
職を支援する。
【進捗状況】
・第1期研修生（定員60人）募集中
・第2期研修（定員70人）は10月中旬開始

継
続 －

経済観光局
雇用推進部

雇用推進課

9
就労支援コーディ
ネーター派遣事
業

児童養護施設等に入所中又は退所した
児童や、里親・ファミリーホーム等に委託
中又は委託解除された児童で、学校卒
業を控えている児童等に対して「就労支
援コーディネーター」を派遣し、卒業に向
けたきめ細やかな就労支援を行います。

継
続

○ ○
就職希望
者内定率

95% 95%

社会的
養護自
立支援
事業に
統合

100%
子ども未来局
児童相談所

地域連携課

10

児童養護施設等
入所児童への大
学進学等奨励給
付事業

児童福祉施設等入所児童（里親委託児
童を含む。）が、大学などに入学するため
措置解除となる場合、60万円（年額）を限
度額として措置解除後の生活費等を支
給する取組を実施します。

継
続

○
年間支給
人数

8人 5人 13人 4人 10人
児童福祉施設等を退所し、大学等に進
学する児童に、生活費として1か月5万円
を1年間支給した。

これまで同様、児童福祉施設等を退所
し、大学等に進学する児童に、生活費と
して1か月5万円を1年間支給する予定。

継
続 -

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

11
奨学金支給
【再掲２－２】

意欲や能力があるにもかかわらず経済
的理由によって修学困難な学生又は生
徒に対し、返還義務のない奨学金を支給
します。

継
続

○ 採用人数
1,297
人

1,306
人

1,291
人

1500人 1500人
奨学生採用人数内訳
・高校等　1,240人
・大学等　  260人

奨学生採用人数内訳
・高校等　1,240人
・大学等　  260人

継
続

教育委員会
学校教育部

教育推進課

12
札幌市特別奨学
金支給事業
【再掲２－２】

札幌市特別奨学金支給条例に基づき、
経済的に困窮している世帯の子どもが技
能習得を目的とした高等学校等に通うた
めに必要な学資を支給します。

継
続

○ ―

・技能習得資金
 　受給者数：205人
　（公立：168人、私立：37人）
・支度資金
 　受給者数：49人
　（公立：44人、私立：5人）

生活が困難になっている世帯の経済的
自立を図るため、その世帯の生徒が技
能習得を目的とした高等学校等に通う場
合に、返還義務のない奨学金を支給す
る。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

公立夜間中学設
置検討事業

義務教育未修了者のための公立夜間中
学の設置に向けた検討を行います。

追
加
掲
載

○ ○ ―
2022.4
記載可

開校

学識経験者等から構成される在り方検討
委員会の開催やパブリックコメントを経
て、Ｒ３年３月に札幌市が設置する公立
夜間中学の基本的な考え方をまとめた
「札幌市公立夜間中学設置基本計画」を
策定した。また、公募の結果、校名案を
「札幌市立“星友館”中学校」とした

Ｒ４年４月の開校に向けて、教育課程の
詳細な検討や市民説明会の実施、生徒
募集など、具体的な準備を進めていく。

新
規
2022年度の開
校

教育委員会
学校教育部

教育推進
課・夜間中
学担当課

13
ひきこもり対策推
進事業
【再掲１－１】

年齢や相談内容で区切ることのない、ひ
きこもり専門の相談窓口であるひきこもり
地域支援センターを設置しています。さら
に、ひきこもり状態にある人とその家族な
どが集まり支援を受けられる機会を設け
るなど、誰もが安心して相談できる環境
を整備していきます。

拡
充

○ ○ ○

ひきこもり
地域支援
センターに
おける相
談件数

1,087件 1,473件 2,494件
2,575
件

1,900件

電話・来所相談・メール相談のほか、家
庭訪問等の訪問型支援や月3～4回程度
の出張相談を実施した。また、ひきこもり
状態にある本人や家族等の居場所機能
を持つ集団型支援拠点「よりどころ」を当
事者会・親の会それぞれ年24回開催し
た。
なお、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大により、当事者向け交流会及び家族
向け交流会の一部をオンラインで実施し
た。

電話・来所相談・メール相談のほか、家
庭訪問等の訪問型支援や月3～4回程度
の出張相談を実施する。また、ひきこもり
状態にある本人や家族等の居場所機能
を持つ集団型支援拠点「よりどころ」を当
事者会・親の会それぞれ年48回開催す
る。

拡
充

集団型支援拠
点「よりどこ
ろ」の開催回
数増

（各24回⇒各
48回）

保健福祉局
障がい保健福
祉部

精神保健福
祉センター

14
思春期特定相談
事業
【再掲１－１】

概ね12歳から20歳未満の不登校やひき
こもり等の問題で困っている子どもやそ
の家族、子どもを支援する専門職を対象
に、こころのセンターにおいて、電話と来
所（来所相談は予約制）による相談支援
を行います。

継
続

○ ○

電話・来
所相談件
数（延べ
数）

245件 222件 220件 217件 -

思春期年齢の相談者（本人・家族・関係
者）からの来所相談の実施と、関係機関
からのコンサルテーション依頼を受け付
け、思 春期の精神保健に携わる関係機
関との連携を図った。

引き続き、思春期年齢の相談者（本人・
家族・関係者）からの来所相談の実施
と、関係機関からのコンサルテーション依
頼を受け付け、思 春期の精神保健に携
わる関係機関との連携を図る。

継
続 -

保健福祉局
障がい保健福
祉部

精神保健福
祉センター

ひ
き
こ
も
り
対
策
の
充
実

若
者
の
自
立
支
援
の
促
進

ワークトライアル事業と統合

社会的養護自立支援事業に統合
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基本施策４　保護者の就労や生活基盤の確保

乳
幼
児

小
・
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学
生
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校
生
・
若
者

保
護
者

局/部 課

施策４-１　保護者の自立・就労の支援

1
女性の多様な働
き方支援窓口運
営事業

漠然と就職を考えているものの具体的な
活動方法がわからず、就労支援施設の
利用に踏み切れなかったり、何から始め
れば良いかわからないような女性を対象
として、子連れでも気軽に相談ができ、
個々の環境やニーズに合わせた多様な
働き方の実現に向けた支援が受けられ
る、女性のための総合就労相談施設を
設置、運営します（「子育てママ再就職
支援事業」のレベルアップ）。

拡
充

○

職場体験
参加者の
うち、就職
に至った
割合（「子
育てママ
再就職支
援事業」
指標）

― 38.89% 66.70% 75.00% 50%

子育てと仕事の両立に不安を感じて就
職活動を始めることができずにいる女性
や、出産後も働き続けたいと希望する女
性に対し、キャリアカウンセラーによる支
援を実施。また、オンラインでセミナーや
子育てサロンを開催。
①個別相談件数（登録者）：921件
②セミナー参加者数：424人
③職場体験実施者数：28人

子育てと仕事の両立に不安を感じて就
職活動を始めることができずにいる女性
や、出産後も働き続けたいと希望する女
性に対し、キャリアカウンセラーによる支
援を実施。また、令和3年度より、オンラ
イン相談の実施やVR職場体験の実施、
在宅ワークに係る相談窓口の設置を行
う。

継
続 －

経済観光局
雇用推進部

雇用推進課

2

ひとり親家庭スマ
イル応援事業
（旧「ひとり親家
庭就業機会創出
事業」）

ひとり親家庭の自立を支援するため、合
同企業説明会、情報提供・相談コー
ナー、セミナーなどで構成するひとり親
家庭向けイベントを実施します。

拡
充

○
説明会参
加者数

154人 211人 106人

85人
（事前
エント
リー人
数）

220人

ひとり親家庭の自立を支援するため、企
業情報（求人を含む。）の紹介、オンライ
ンセミナー、支援制度・関係窓口等の紹
介などで構成するひとり親家庭向けオン
ラインイベントを実施（令和３年２月26日
～３月４日）

ひとり親家庭の就業支援や生活支援に
係るニーズを捉えた事業のあり方及びコ
ロナ禍における開催手法を検討予定

拡
充

就業支援にお
ける関係機関
との連携や参
加者拡大へ
の取組み

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

3 高等職業訓練促
進給付金事業

ひとり親家庭の親が、就職に有利な資
格取得に係る養成機関に通った場合に
給付金を支給します。
対象資格の追加などにより、利用の促
進を図ります。

拡
充

○
新規受給
者数

52人 56人 56人 35人 156

・高等職業訓練促進給付金　108件
127,901千円
・高等職業訓練修了支援給付金　50件
2,050千円

ひとり親家庭の就業による自立を促進す
るため、資格取得のための養成機関に
通う間の生活費を支援する。

拡
充

令和３年度に
限り、修業期
間6か月以上
の資格習得
講座も受給対
象とする。

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

4
高等職業訓練促
進資金貸付事業

就職に有利な資格の取得を目指すひと
り親家庭の親に対し、修学を容易にする
ことにより、資格取得を促進するため、
高等職業訓練促進給付金の受給者に対
し、入学準備金と就職準備金の貸付を
行います。

継
続

○ ― ― 実施 実施 実施 実施

・入学準備金19件　9,500千円
･就職準備金11件　2,200千円
※事業の実施主体である（公社）札幌市
母子寡婦福祉連合会の貸付実績

（公社）札幌市母子寡婦福祉連合会との
連携で、引き続き事業を実施。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

5

ひとり親家庭高
等学校卒業程度
認定試験合格支
援事業

高等学校を卒業していないひとり親家庭
の親と子の学び直しを支援し、よりよい
条件で就職や転職ができるよう、高卒認
定試験合格のために講座（通信講座を
含む。）を受け、これを終了したとき及び
合格したときに受講費用の一部を支給し
ます。

継
続

○ ○

高卒認定
試験合格
者数

0 0 1 0 140
・受講修了時給付金0件　0円
・合格時給付金0件　0円

ひとり親家庭の就業による自立を促進す
るため、高等学校卒業程度認定試験の
対策講座の受講費用などを支援する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

6
自立支援教育訓
練給付金事業

ひとり親家庭の親が、市が指定した職業
能力開発目的の講座を受講した場合
に、教育訓練終了後、給付金を支給しま
す。

継
続

○
年間新規
申請者数

43人 32人 50 53 130

・雇用保険制度の教育訓練給付金の受
給資格あり17件　771,309円
・雇用保険制度の教育訓練給付金の受
給資格なし36件　6,077,486円

ひとり親家庭の就業による自立を促進す
るため、雇用保険制度の教育訓練給付
の指定講座の受講費用を支援する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

7
就労ボランティア
体験事業

直ちに一般就労への移行が困難な生活
保護受給者又は生活困窮者に対して、
就労に従事する準備としての基礎能力
の形成を支援するため、就労体験やボ
ランティア活動の場を提供します。

継
続

○
事業への
参加人数

114人 125人 134人 92人 未定
・受入事業所…141ヶ所
・参加者…92人

令和２年度と同様に事業を実施し、参加
者の拡充を図る。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

8 就労支援相談員

区保護課に配置した就労支援相談員
が、就労可能な生活保護受給者に対し
て、職業相談や求人情報の収集及び提
供等を行います。

継
続

○

就労支援
を実施し
た人数

2,103
人

1,797
人

1,688
人

1,428
人

未定
就労支援を実施した1,428人のうち
・590人が就労開始により支援終了
・51人が就労訓練等に参加

令和２年度と同様に事業を実施し、就労
率の向上を図る。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

所管
計
画
策
定
時
区
分

2020
年度
実績

新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

保
護
者
の
自
立
・
就
労
に
向
け
た
支
援
の
推
進

令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（2021年度）実施予定活動指標
当初値
（2017
年度）

2018
年度
実績

2019
年度
実績

目標値
（2022
年度）

今
後
の
方
向
性

主な対象

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名 事業内容
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当初値
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年度）

2018
年度
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2019
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今
後
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方
向
性

主な対象

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名 事業内容

保
護
者
の
自
立
・
就
労
に
向
け
た
支
援
の
推
進

9
生活困窮者自立
支援事業
【再掲１－１】

生活保護に至る前の段階での自立支援
を実施するため、生活困窮者からの相
談を幅広く受け入れる相談窓口を設置
し、就労の支援その他の自立に関する
問題について、情報提供、支援計画の
作成、支援計画に基づく就労支援などの
支援を行います。

継
続

○

生活困窮
者からの
新規相談
件数

3,335
人

3,588
人

3,502
人

13,499
人

未定

自立相談支援事業所（ステップ）におい
て、令和２年度新規相談件数は12,563
件、自立相談支援事業所（ＪＯＩＮ）におい
ては、936件となっている。
ステップにおいては、様々な相談（就労、
生活習慣、家族関係、負債、住環境等）
を受け、自らが支援するほか、適切な関
係機関へのつなぎを実施し、ＪＯＩＮにつ
いては、ホームレスへの相談支援であ
り、就労や安定した生活への支援を実施
している。
また、ステップの相談支援は、全市を1ヵ
所の事業所で対応しているが、本市は
広域であることから、相談者の利便性確
保と新規相談者の掘り起しを目的に、各
区へ出向く出張相談会を定期的に実
施。令和２年度は53回開催した。

2か所の自立相談支援事業所（ステッ
プ、JOIN）にて引き続き相談を受け付け
る他、市内各所での出張相談・巡回相談
を行い、まだ支援につながっていない生
活困窮者の掘り起しを行う。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

施策４-２　生活基盤の確保に向けた支援

1
母子・父子・寡婦
福祉資金貸付事
業

ひとり親家庭等の経済的自立と生活意
欲の向上を図るため、各世帯の様々な
状況に応じて、事業開始資金や技能習
得資金等12種類の資金の貸付を行う母
子・父子・寡婦福祉資金貸付制度を適切
に実施するとともに、幅広く制度の周知
を行います。
また、貸付けの種類の追加についても検
討します。

拡
充

○
貸付件数
（参考）

120 72 55 56 実施

ひとり親家庭及び寡婦の経済的自立を
支援するため、高等学校の授業料等に
係る資金など、全部で12種類の資金に
ついて、無利子または低利で貸し付けを
行う。
母子福祉資金貸付金 43件  16,204,913円
父子福祉資金貸付金   4件   2,486,000円
寡婦福祉資金貸付金   8件　 3,569,000円

ひとり親家庭及び寡婦の経済的自立を
支援するため、高等学校の授業料等に
係る資金など、全部で12種類の資金に
ついて、無利子または低利で貸し付けを
行う。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

2

住宅確保要配慮
者居住支援事業
（旧「住宅確保要
配慮者円滑入居
賃貸住宅事業」）

住宅確保要配慮者（高齢者、障がい者、
子育て世帯など）の居住の安定確保に
向けて、行政、福祉団体、不動産関係団
体等で構成される札幌市居住支援協議
会の活動を通して、入居から退去までを
サポートする相談体制の構築等を実施
します。

29
年
度
新
規

○ ○

住宅確保
要配慮者
の入居を
拒まない
賃貸住宅
の登録数

7

12
（登録
総数
19）

32
（登録
総数
51）

425棟
（登録
総数
2，670
戸）

―

・居住支援相談窓口「みな住まいる札
幌」を開設し、住宅確保要配慮者からの
電話相談や対面相談を実施
・居住支援ガイドブックやその他普及啓
発グッズを作成し、広報活動を実施

・引き続き、居住支援相談窓口「みな住
まいる札幌」を運営する。
・行政、福祉団体、不動産関係団体等で
構成される札幌市居住支援協議会の活
動を通して、総合的な支援を実施してい
く。

継
続

―
都市局

市街地整備部
住宅課

3 児童手当

子ども・子育て支援の適切な実施を図る
ため、家庭等における生活の安定に寄
与するとともに、次代の社会を担う児童
の健やかな成長に資することを目的とし
て、0歳から中学校卒業までの児童を養
育している方に手当を支給します。

継
続

○ ―

１５歳到達後最初の年度末までの児童を
養育する父母等に手当が支給される。
手当額は３歳未満の児童は一律１５，０
００円、３歳～小学校終了前の児童は第
１・２子は１０，０００円・第３子以降は１
５，０００円、中学生は一律１０，０００円。
所得制限該当者は一律５，０００円。
※施設入所等児童の場合は３歳未満一
律１５，０００円、それ以外は一律１０，０
００円。

年間延べ児童数
【一般受給者】
・３歳未満：393,207人　・３歳～１２歳：
1,358,294人　・中学生：423,976人　・特
例給付：207,028人
【施設・里親】
・３歳未満：866人　・３歳～１２歳：5,816
人　・中学生1,721人

年間延べ児童数
【一般受給者】
・３歳未満：394,854人　・３歳～１２歳：
1,351,842人　・中学生：420,757人　・特
例給付：199,217人
【施設・里親】
・３歳未満：787人　・３歳～１２歳：5,532
人　・中学生1,655人

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

世
帯
の
生
活
基
盤
の
確
保
に
向
け
た
支
援
の
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進
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4 児童扶養手当

児童扶養手当法に基づき、離婚や死亡
等により父親又は母親と生計を同じくし
ていない児童を育成する家庭に児童扶
養手当を支給し、児童の福祉の増進を
図ります

継
続

○ ―

離婚・婚姻によらない出生、もしくは父親又は
母親が死亡・重度の障がい・拘禁等の状態に
ある場合などで、父親又は母親と生計を同じ
くしていない児童を監護している母親や、生計
を同じくしている父親または養育者に手当を
支給する。
R2.4～
児童１人の支給額：全部支給月額43,160円・
一部支給月額43,150円～10,180円
児童２人目の加算額：全部支給月額10,190
円・一部支給月額10,180円～5,100円
児童３人目以降の加算額：全部支給月額
6,110円・一部支給月額6,100円～3,060円
受給者数：約17,000人（Ｒ３.3現在）

Ｒ2.4～
児童１人の支給額：全部支給月額43,160
円・一部支給月額43,150円～10,180円
児童２人目の加算額：全部支給月額
10,190円・一部支給月額10,180円～
5,100円
児童３人目以降の加算額：全部支給月
額6,110円・一部支給月額6,100円～
3,060円
※手当額の改定なし

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

5
特別児童扶養手
当

特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、精神又は身体に障がいを
有する20歳未満の児童を監護又は養育
する方に特別児童扶養手当を支給する
ことにより、福祉の増進を図ります。

継
続

○

特別児童
扶養手当
支給事務

3901人 3767人 3,716人 3,824人 3767人

特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、精神又は身体に障がいを
有する児童を監護または養育する方に
特別児童扶養手当を支給することによ
り、福祉の増進を図った。
手当支給額：１級（重度） 月額52,500円、
２級（中度） 月額34,970円（令和２年４月
１日現在）。

特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、精神又は身体に障がいを
有する児童を監護または養育する方に
特別児童扶養手当を支給することによ
り、福祉の増進を図ります。
手当支給額：１級（重度） 月額52,500円、
２級（中度） 月額34,970円（令和３年４月
１日現在）。

継
続

保健福祉局
障がい保健福祉部

障がい福祉
課

6 災害遺児手当

交通事故、労働災害等その他不慮の災
害により、父、又は母等を失った（重度
障がいとなった場合を含む。）義務教育
終了前の遺児を扶養する方に手当を支
給するとともに、遺児が小・中学校及び
高等学校に入学する際又は中学卒業
後、就職する際に支度金を支給します。

継
続

○ ―

①災害遺児手当の支給
　遺児1人につき月額4,000円の災害遺
児手当を支給。
②災害遺児入学等支度資金の支給
　遺児を扶養している人に、その遺児が
小学校、中学校及び高等学校に入学す
る際、又は中学卒業後就職する際に、遺
児1人につき20,000円の入学等支度資金
を支給。

①災害遺児手当の支給
　遺児1人につき月額4,000円の災害遺
児手当を支給。支給時期は9月と3月を
予定。
【R３年4月末時点での対象者：88人（62
世帯）】
②災害遺児入学等支度資金の支給
　遺児を扶養している人に、その遺児が
小学校、中学校及び高等学校に入学す
る際、又は中学卒業後就職する際に、遺
児1人につき20,000円の入学等支度資金
を支給。
【R３年4月末時点での対象者：18人】

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

7 障害児福祉手当

特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、重度の障がいがあり、日常
生活で常に介護が必要な20歳未満の児
童に障害児福祉手当を支給することに
より、福祉の増進を図ります。

継
続
○ ○ ○

特別障害
者手当等
支給事業
（障害児
福祉手
当）

1,075人 1,047人 1,058人 1,033人 1,047人

特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、重度の障がいがあり、日常
生活で常に介護が必要な20歳未満の児
童に障害児福祉手当を支給し、福祉の
増進を図った。
手当支給額：月額14,880円（令和２年４
月１日現在）。

特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、重度の障がいがあり、日常
生活で常に介護が必要な20歳未満の児
童に障害児福祉手当を支給することによ
り、福祉の増進を図ります。
手当支給額：月額14,880円（令和３年４
月１日現在）。

継
続

保健福祉局
障がい保健福祉部

障がい福祉
課

8
生活困窮者自立
支援事業（住居
確保給付金）

離職者であって就労能力及び就労意欲
のある方のうち、住宅を喪失している方
又は喪失するおそれのある方に対して、
住宅と就労機会の確保に向けた支援を
行うことを目的に、住居確保給付金を支
給します。

継
続

○
支給決定
件数

63件 64件 41件 1,424件 未定

令和２年度は、省令改正で年齢要件の
撤廃と離職要件の緩和が行われ、対象
者が拡大された。対象要件の緩和等に
より、新規相談件数は3,376件となり、う
ち1,424件に対し支援決定を行った。

令和３年度も、引き続き多くの申請が見
込まれる。今後も省令に則り、事業を実
施していく。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

9 アイヌ住宅建築
費等貸付事業

札幌市に在住するアイヌの居住環境の
整備改善を図るため、住宅の新築、改
修、宅地取得の資金の貸付を行いま
す。

継
続

○

住宅建築
費貸付件
数（累計）

355 349 349 349 385 新規貸付実績なし

アイヌ住宅建築費等貸付金（千円）
・住宅新築資金　3件×7,600千円＝
22,800千円
・宅地取得資金　3件×5,900千円＝
17,700千円

継
続

市民文化局
市民生活部

アイヌ施策
課

10
市営住宅への優
先入居

安心して子どもを生み育てられる居住環
境づくりの一環として、市営住宅の入居
申込みに際して、ひとり親世帯や多子世
帯の当選確率が高まるように優遇措置
を行います。
また、一部の市営住宅において、子育て
家庭に配慮した募集を行います。

継
続

○

市営住宅
当選確率
及び若年
層世帯向
け住宅の
募集

― 26戸 30戸 30戸 30戸

令和２年度においても当選確率が高まる
優遇制度（一般世帯比３倍）を実施した。
また、ひとり親世帯、１８歳未満の子が３
人以上いる世帯、小学校卒業前の子供
がいる世帯に対し、募集する住宅の一部
（専用申込枠）を割り当て、優先的に選
考する制度を実施した。

令和３年度においても抽選優遇及び募
集する住宅の一部を割り当てる優遇制
度を実施する。

継
続

都市局
市街地整備部

住宅課

世
帯
の
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活
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盤
の
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基本施策５　特に配慮を要する子ども・世帯を支える取組の推進

乳
幼
児

小
・
中
学
生

高
校
生
・
若
者

保
護
者

局/部 課

施策５-１　社会的養護必要とする子どもへの支援

1
児童相談体制の
強化
【再掲１－２】

第２次札幌市児童相談体制強化プラン
に掲げる、専門性の強化や連携体制の
構築などの取組により、児童相談体制の
強化を図ります。

拡
充

○ ○ ○ ○ ―

「第２次札幌市児童相談体制強化プラ
ン」に基づく取組を実施するともに、次期
プランとして「第３次札幌市児童相談体
制強化プラン」を策定した。

「第３次札幌市児童相談体制強化プラ
ン」に基づき、児童福祉司等の専門職員
を計画的に配置するほか、特定任期付
職員として法務専門官（常勤弁護士）の
採用や、（仮称）第二児童相談所設置に
向けた設計、仮設一時保護所の設置・開
設、児童家庭支援センター設置支援を予
定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

2
養育支援員派遣
事業
【再掲１－１】

養育状態の改善等が必要な世帯に支援
員を派遣して、育児・家事援助を実施す
ることで、在宅で継続的に支援する体制
を強化し、児童虐待の発生防止に努めま
す。

29
年
度
新
規

○ ○ ○ ○ ―

延べ10世帯に養育支援員を派遣し、各
世帯の状況に応じた支援を行った。
実施要綱を改訂し、派遣可能となる事業
者の要件を拡大した。

養育支援員による支援が必要な世帯に
対し、養育支援員を派遣。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

3
社会的養護自立
支援事業

20歳到達により児童養護施設等の入所
措置を解除された者等のうち、自立のた
め支援を継続して行うことが適当な場合
において、原則22歳に達する日の属する
年度の末日まで、個々の状況に応じて、
引き続き必要な支援を実施します。

29
年
度
新
規

○

当該事業
の実施を
継続

実施 実施 実施 実施 実施
自立支援計画の策定や居住等支援、生
活・就労相談支援を実施。

自立支援計画の策定や居住等支援、生
活・就労相談支援を継続して実施すると
ともに、一定期間一人暮らしを体験する
ための経費補助を実施予定。

拡
充

R3年度国庫
補助対象事業
が拡大「退所
後生活体験支
援」

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

4

児童相談所・区家
庭児童相談室に
おける相談支援
【再掲１－１】

児童相談所及び区役所家庭児童相談室
では、18歳未満の子どもに関する様々な
相談を受けており、児童虐待通報のほ
か、関係部署と連携して、子どもの心身
の発達や対人関係、不登校、家庭内暴
力など児童に関する各種相談に対応し
ています。

継
続

○ ○ ○ ○
年間相談
受理件数

9,859件10,761件11,819件14,378件 ―

年間相談受理件数
児童相談所：8,456件（2020年度速報値）
家庭児童相談室：5,922件（2020年度速
報値）

今年度も関係機関と連携しながら、各種
相談に対応していく。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

5

児童家庭支援セ
ンターにおける相
談支援
【再掲１－１】

児童家庭支援センターでは、地域におけ
る子どもの福祉に関する専門的な相談
に応じる施設として、児童虐待・非行・保
護者の子育て不安など複雑多様化する
児童問題に対応し、電話による子育て相
談及び緊急時の訪問相談等を行ってい
ます。

継
続

○ ○ ○ ○
年間相談
対応件数

5,991件 6,626件 6,959件 6582件 ―
市内４か所の児童家庭支援センターに
て、地域の児童福祉に関する各種相談
対応や必要な支援を実施。

市内５か所の児童家庭支援センターに
て、地域の児童福祉に関する相談対応
や必要な支援を実施予定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

6
子ども安心ホット
ライン
【再掲１－１】

24時間365日体制の「子ども安心ホットラ
イン（子ども虐待相談）」を児童相談所内
に開設しており、専門の電話相談員が相
談支援を行っています。

継
続

○ ○ ○ ○

子ども安
心ホットラ
イン年間
相談対応
件数

3,597件 3,634件 4,210件
4,008
件

3,920件
電話相談員１０名により、夜間休日の電
話相談を実施。

電話相談員を１１名に増員し、夜間休日
のほか平日日中を含めた24時間体制で
電話相談を実施する予定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

7

児童養護施設等
入所児童への大
学進学等奨励給
付事業
【再掲３－１】

児童福祉施設等入所児童（里親委託児
童を含む。）が、大学などに入学するため
措置解除となる場合、60万円（年額）を限
度額として措置解除後の生活費等を支
給する取組を実施します。

継
続

○
年間支給
人数

8人 5人 13人 4人 10人
児童福祉施設等を退所し、大学等に進
学する児童に、生活費として1か月5万円
を1年間支給した。

これまで同様、児童福祉施設等を退所
し、大学等に進学する児童に、生活費と
して1か月5万円を1年間支給する予定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

8
社会的養護体制
整備事業

児童養護施設の小規模化やグループ
ホーム設置等を支援し、児童一人ひとり
に配慮した養育ができる環境を整えま
す。

継
続

○ ○ ○

児童養護
施設の改
築（小規
模化）及
びグルー
プホーム
設置数

改築２
カ所
ＧＨ８ヶ
所

改築２
カ所
ＧＨ９カ
所

改築２
カ所
ＧＨ９カ
所

改築４
カ所
GH３カ
所

改築３
カ所
ＧＨ
14ヶ所

地域小規模児童養護施設４か所、ファミ
リーホーム3か所設置。

地域小規模児童養護施設２か所設置予
定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

事業内容

計
画
策
定
時
区
分

主な対象

2020
年度
実績

社
会
的
養
護
必
要
と
す
る
子
ど
も
へ
の
支
援
の
推
進

令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（2021年度）実施予定
新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

所管

活動指標
当初値
（2017
年度）

2018
年度
実績

2019
年度
実績

目標値
（2022
年度）

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名

今
後
の
方
向
性

30



乳
幼
児

小
・
中
学
生

高
校
生
・
若
者

保
護
者

局/部 課
事業内容

計
画
策
定
時
区
分

主な対象

2020
年度
実績

令和２年度（2020年度）実施状況 令和３年度（2021年度）実施予定
新規、拡充、
縮小、廃止の
場合の内容

所管

活動指標
当初値
（2017
年度）

2018
年度
実績

2019
年度
実績

目標値
（2022
年度）

取
組
項
目

事
業
N
o

事業・取組名

今
後
の
方
向
性

9
スタディメイト派遣
事業
【再掲２－２】

児童養護施設等に入所中の児童に対
し、大学生などの有償ボランティアを派遣
し、学習支援等を行います。

継
続

○ ○ ○

学習支援
等を実施
した延べ
児童数

1,043人 820人 1,009人 626人 920人
児童養護施設等に入所している児童に
対して学習支援等を実施。

児童養護施設等に入所している児童に
対して学習支援等を実施予定。

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

10

就労支援コーディ
ネーター派遣事
業
【再掲３－１】

児童養護施設等に入所中又は退所した
児童や、里親・ファミリーホーム等に委託
中又は委託解除された児童で、学校卒
業を控えている児童等に対して「就労支
援コーディネーター」を派遣し、卒業に向
けたきめ細やかな就労支援を行います。

継
続

○ ○
就職希望
者内定率

95% 95%

社会的
養護自
立支援
事業に
統合

100%
子ども未来局
児童相談所

地域連携課

11
要保護児童対策
地域協議会
【再掲１－２】

被虐待児童をはじめとする要保護児童
等の早期発見や適切な保護・支援を図る
ため関係機関等が理解を深め、情報の
交換や支援内容の協議を行うため要保
護児童対策地域協議会を設置・運営して
います。

継
続

○ ○ ○ ○ ―

・札幌市要保護児童対策地域協議会代
表者会議実施（年１回）（書面会議）
・各区代表者会議実施（年１回）（書面会
議）
・各区実務者会議実施（年３回）
・個別ケース検討会議実施（適宜）

・札幌市要保護児童対策地域協議会代
表者会議実施（年１回）（書面会議）
・各区代表者会議実施（年１回）（書面会
議）
・各区実務者会議実施（年３回）
・個別ケース検討会議実施（適宜）

継
続

子ども未来局
児童相談所

地域連携課

施策５-２　ひとり親家庭への支援

1

ひとり親家庭スマ
イル応援事業
（旧「ひとり親家庭
就業機会創出事
業」）
【再掲４－１】

ひとり親家庭の自立を支援するため、合
同企業説明会、情報提供・相談コー
ナー、セミナーなどで構成するひとり親家
庭向けイベントを実施します。

拡
充

○
説明会参
加者数

154人 211人 106人

85人
（事前
エント
リー人
数）

220人

ひとり親家庭の自立を支援するため、企
業情報（求人を含む。）の紹介、オンライ
ンセミナー、支援制度・関係窓口等の紹
介などで構成するひとり親家庭向けオン
ラインイベントを実施（令和３年２月26日
～３月４日）

ひとり親家庭の就業支援や生活支援に
係るニーズを捉えた事業のあり方及びコ
ロナ禍における開催手法を検討予定

拡
充

就業支援にお
ける関係機関
との連携や参
加者拡大への
取組み

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

2
高等職業訓練促
進給付金事業
【再掲４－１】

ひとり親家庭の親が、就職に有利な資格
取得に係る養成機関に通った場合に給
付金を支給します。
対象資格の追加などにより、利用の促進
を図ります。

拡
充

○
新規受給
者数

52人 56人 56人 35人 156

・高等職業訓練促進給付金　108件
127,901千円
・高等職業訓練修了支援給付金　50件
2,050千円

ひとり親家庭の就業による自立を促進す
るため、資格取得のための養成機関に
通う間の生活費を支援する。

拡
充

令和３年度に
限り、修業期
間6か月以上
の資格習得講
座も受給対象
とする。

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

社
会
的
養
護
必
要
と
す
る
子
ど
も
へ
の
支
援
の
推
進

ひ
と
り
親
家
庭
へ
の
支
援
の
推
進

社会的養護自立支援事業に統
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3

必要な支援策を
届ける広報の充
実
【再掲１－２】

困難を抱えている子ども・世帯に向けた
各種制度や相談窓口、支援機関の認知
度の向上に向けて、情報が得やすく、必
要としている方に確実に届く、受け手の
目線に立った広報の充実を図ります。具
体的には、児童扶養手当の対象世帯に
支援制度の案内を一斉送付することなど
を検討します。

拡
充

○ ○ ○ ○ ―

・ひとり親支援施策の広報として、「シン
グルママ・パパのためのくらしのガイド」
の令和２年度版を作成し、引き続き離婚
届の受付窓口を中心に広く配布。また、
児童扶養手当の現況届にガイドを同封
（新型コロナウイルス感染症の影響によ
る来庁抑制を踏まえた広報活動）
・ひとり親家庭向けのイベント「シングル・
ママ＆パパ　スマイルfesta」で、各種支
援制度を紹介
・「さっぽろ子育て情報サイト」及び「広報
さっぽろ」への掲載により制度を広く周知
・「子どものくらし支援コーディネート事
業」の対象地区を市内全域に拡大し、子
どもコーディネーターの巡回活動を通じ
て事業の周知を図った。

・ひとり親支援施策の広報として、これま
で作成してきた、「シングルママ・パパの
ためのくらしのガイド」や児童扶養手当の
現況届案内時に同封しているチラシによ
る広報に加え、ニーズの高いプッシュ型
の情報発信として、ＬＩＮＥ＠を活用した広
報を展開予定
・「さっぽろ子育て情報サイト」及び「広報
さっぽろ」への掲載により制度を広く周知
・引き続き子どもコーディネーターの巡回
活動を通じて「子どものくらし支援コー
ディネート事業」の認知度の向上を図る。

継
続

子ども未来局

子ども育成部
/子育て支援

部

子どものくら
し支援担当
課

子育て支援
課

4

母子・父子・寡婦
福祉資金貸付事
業
【再掲４－２】

ひとり親家庭等の経済的自立と生活意
欲の向上を図るため、各世帯の様々な
状況に応じて、事業開始資金や技能習
得資金等12種類の資金の貸付を行う母
子・父子・寡婦福祉資金貸付制度を適切
に実施するとともに、幅広く制度の周知
を行います。
また、貸付けの種類の追加についても検
討します。

拡
充

○
貸付件数
（参考）

120 72 55 実施 実施

ひとり親家庭及び寡婦の経済的自立を
支援するため、高等学校の授業料等に
係る資金など、全部で12種類の資金につ
いて、無利子または低利で貸し付けを行
う。
母子福祉資金貸付金 43件  16,204,913円
父子福祉資金貸付金   4件   2,486,000円
寡婦福祉資金貸付金   8件　 3,569,000円

ひとり親家庭及び寡婦の経済的自立を
支援するため、高等学校の授業料等に
係る資金など、全部で12種類の資金につ
いて、無利子または低利で貸し付けを行
う。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

5
高等職業訓練促
進資金貸付事業
【再掲４－１】

就職に有利な資格の取得を目指すひとり
親家庭の親に対し、修学を容易にするこ
とにより、資格取得を促進するため、高
等職業訓練促進給付金の受給者に対
し、入学準備金と就職準備金の貸付を行
います。

継
続

○ ― ― 実施 実施 実施 実施

・入学準備金19件　9,500千円
･就職準備金11件　2,200千円
※事業の実施主体である（公社）札幌市
母子寡婦福祉連合会の貸付実績

（公社）札幌市母子寡婦福祉連合会との
連携で、引き続き事業を実施。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

6

ひとり親家庭高等
学校卒業程度認
定試験合格支援
事業
【再掲４－１】

高等学校を卒業していないひとり親家庭
の親と子の学び直しを支援し、よりよい
条件で就職や転職ができるよう、高卒認
定試験合格のために講座（通信講座を
含む。）を受け、これを終了したとき及び
合格したときに受講費用の一部を支給し
ます。

継
続

○ ○

高卒認定
試験合格
者数

0 0 1 0 140
・受講修了時給付金0件　0円
・合格時給付金0件　0円

ひとり親家庭の就業による自立を促進す
るため、高等学校卒業程度認定試験の
対策講座の受講費用などを支援する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

7
自立支援教育訓
練給付金事業
【再掲４－１】

ひとり親家庭の親が、市が指定した職業
能力開発目的の講座を受講した場合
に、教育訓練終了後、給付金を支給しま
す。

継
続

○
年間新規
申請者数

43人 32人 50 53 130

・雇用保険制度の教育訓練給付金の受
給資格あり17件　771,309円
・雇用保険制度の教育訓練給付金の受
給資格なし36件　6,077,486円

ひとり親家庭の就業による自立を促進す
るため、雇用保険制度の教育訓練給付
の指定講座の受講費用を支援する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

8
ひとり親家庭等日
常生活支援事業

ひとり親家庭の親が、就職活動や疾病等
により日常生活を営むのに支障がある
場合などに家庭生活支援員を派遣し、生
活援助を行います。

継
続

○ ○ ○ ○

家庭生活
支援員の
派遣件数
（実績）

109 93 118 123 120

①派遣件数
派遣実件数　123件、　派遣延べ件数
313件　（母子家庭307件、寡婦 0件、父
子家庭 　6件）
②派遣家庭生活支援員研修
　　サービスの充実を目的とした、家庭生
活支援員の知識や技術向上のための研
修会（1回）を実施

ひとり親家庭及び寡婦を対象として、修
学等の自立に必要な事由や疾病等によ
り一時的に生活援助等が必要な場合
や、ひとり親家庭になって間がなく日常
生活を営むのに支障が生じている場合
などに、家庭生活支援員の派遣を実施
する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

ひ
と
り
親
家
庭
へ
の
支
援
の
推
進
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9

ひとり親家庭学習
支援ボランティア
事業
【再掲２－２】

ひとり親家庭の児童（小学校３年生から
中学校３年生）に対し、学習支援（市内10
区の会場で実施）により学習習慣を身に
つけさせるとともに基礎的な学力の向上
を図り、また進学や進路等の相談を通じ
てひとり親家庭の不安感を解消し、ひとり
親家庭の自立を促進します。

継
続

○ ―

①参加人数
　　延べ3,056人
②登録ボランティア数
　　151人

市内全10区で実施
原則週１回、２時間程度

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

10
ひとり親家庭支援
センター等運営

ひとり親家庭の一般的な生活相談をはじ
め、専門家による法律相談等を実施する
とともに、資格取得講習会や就業情報の
提供から職業紹介に至る一貫した就業
支援サービスを実施します。

継
続

○

就業相談
を通じた
就業件数

36 25 18 5

10,000
各種相
談受付
件数
（年間
延べ件
数）

就業相談件数　4,920件
就業実績　5件（就業情報提供による自
己就職を含めると44件 ）
就業支援講習会　8講座開催　（受講者
数　　延べ1,609人）※新型コロナウイル
ス感染症の影響により、一部講座を中止
した
母子・父子自立支援プログラム策定者数
1人

一般相談や法律相談、就業相談等の各
種相談に応じるほか、就業支援講習会、
就職準備・離転職セミナー等の実施やハ
ローワークと連携して就業支援を行う母
子・父子自立支援プログラム策定事業を
実施。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

11
母子生活支援施
設運営

配偶者のない女子又はこれに準ずる事
情にある女子が、生活、住宅、就職等解
決困難な問題をもっているため、児童の
福祉に欠ける場合に、その女子と児童を
保護するとともに、自立促進のためにそ
の生活を支援します。

継
続

○ ○ ○ ○
母子保護
の実施

実施 実施 実施 実施 実施
5施設（定員100世帯）で母子保護を実
施。

5施設（定員100世帯）で母子保護を実
施。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

12
保育所等の利用
調整
【再掲２－１】

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点します。

継
続

○ ○
加点の実
施

実施 実施 実施 実施 実施

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点した。

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

保育推進課

13
ひとり親家庭等医
療費助成
【再掲２－１】

ひとり親家庭の20歳未満の子どもの入
院・通院及びひとり親家庭の親の入院に
かかる医療費のうち、保険診療の自己負
担額から初診時一部負担金または医療
費の１割を除いた金額を助成します。

継
続

○ ○ ○ ○ ―

一定の要件を満たすひとり親家庭等の
児童、母親または父親に係る医療費自
己負担分の一部を助成。（母親または父
親は入院に係る医療費のみ）
助成件数　216,605件
助成金額　518,055千円
※新型コロナウイルス感染症による受診
減に伴う助成件数・助成金額減

一定の要件を満たすひとり親家庭等の
児童、母親または父親に係る医療費自
己負担分の一部を助成。（母親または父
親は入院に係る医療費のみ）

継
続

保健福祉局
保険医療部

保険企画課

14
児童扶養手当
【再掲４－２】

児童扶養手当法に基づき、離婚や死亡
等により父親又は母親と生計を同じくし
ていない児童を育成する家庭に児童扶
養手当を支給し、児童の福祉の増進を
図ります

継
続

○ ―

離婚・婚姻によらない出生、もしくは父親
又は母親が死亡・重度の障がい・拘禁等
の状態にある場合などで、父親又は母親
と生計を同じくしていない児童を監護して
いる母親や、生計を同じくしている父親ま
たは養育者に手当を支給する。
R2.4～
児童１人の支給額：全部支給月額43,160
円・一部支給月額43,150円～10,180円
児童２人目の加算額：全部支給月額
10,190円・一部支給月額10,180円～5,100
円
児童３人目以降の加算額：全部支給月
額6,110円・一部支給月額6,100円～3,060
円
受給者数：約17,000人（Ｒ３.3現在）

Ｒ2.4～
児童１人の支給額：全部支給月額43,160
円・一部支給月額43,150円～10,180円
児童２人目の加算額：全部支給月額
10,190円・一部支給月額10,180円～5,100
円
児童３人目以降の加算額：全部支給月
額6,110円・一部支給月額6,100円～3,060
円
※手当額の改定なし

継
続

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課
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15
養育費確保の推
進

母子・婦人相談員やひとり親家庭支援セ
ンターによる養育費や面会交流に関する
相談を実施します。
また、ホームページやパンフレット等の媒
体を用いて、養育費や面会交流に関す
る広報・啓発活動を推進します。

継
続

○

養育費・
面会交流
事業の実
施

― 実施 実施 実施 実施

・ひとり親家庭支援センターにおいて養
育費の取り決め等に関する女性弁護士
による法律相談（予約制）を第１～４水曜
日に実施したほか、指定管理者の自主
事業として養育費・面会交流セミナーを
実施した。

養育費確保に向けた以下の事業を実
施。
・養育費確保にに向けた手続に係る補助
事業。
・母子・婦人相談員やひとり親家庭支援
センターによる養育費や面会交流に関す
る相談。
・ホームページやパンフレット等の媒体に
よる、養育費や面会交流に関する広報・
啓発活動の推進。

拡
充

令和３年度か
ら、調停や公
正証書作成等
の養育費確保
に向けた手続
に係る補助事
業を実施予
定。

子ども未来局
子育て支援部

子育て支援
課

16
市営住宅への優
先入居
　【再掲４－２】

安心して子どもを生み育てられる居住環
境づくりの一環として、市営住宅の入居
申込みに際して、ひとり親世帯や多子世
帯の当選確率が高まるように優遇措置を
行います。
また、一部の市営住宅において、子育て
家庭に配慮した募集を行います。

継
続

○

市営住宅
当選確率
及び若年
層世帯向
け住宅の
募集

― 26戸 30戸 30戸 30戸

令和２年度においても当選確率が高まる
優遇制度（一般世帯比３倍）を実施した。
また、ひとり親世帯、１８歳未満の子が３
人以上いる世帯、小学校卒業前の子供
がいる世帯に対し、募集する住宅の一部
（専用申込枠）を割り当て、優先的に選考
する制度を実施した。

令和３年度においても抽選優遇及び募
集する住宅の一部を割り当てる優遇制
度を実施する。

継
続

都市局
市街地整備部

住宅課

施策５-３　生活保護世帯・生活困窮世帯への支援

1 生活保護

生活に困窮する方に対し、その困窮の程
度に応じて必要な保護を行い、健康で文
化的な最低限度の生活を保障するととも
に、自立に向けた支援を行います。

継
続

○ ○ ○ ○ ―

【R3.3月時点の各状況】
・被保護世帯数：56,045世帯
・被保護人員数：71,738人
・教育扶助受給人員数：4,500人
・保護率：36.4‰

【予算編成時点の各見込】
・被保護世帯数：55,977世帯
・被保護人員数：71,198人
・保護率：35.9‰

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

2
就労支援相談員
【再掲４－１】

区保護課に配置した就労支援相談員
が、就労可能な生活保護受給者に対し
て、職業相談や求人情報の収集及び提
供等を行います。

継
続

○

就労支援
を実施し
た人数

2,103
人

1,797
人

1,688
人

1,428
人

未定
就労支援を実施した1,428人のうち
・590人が就労開始により支援終了
・51人が就労訓練等に参加

令和２年度と同様に事業を実施し、就労
率の向上を図る。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

3

生活困窮者自立
支援事業
【再掲１－１、４－
１】

生活保護に至る前の段階での自立支援
を実施するため、生活困窮者からの相談
を幅広く受け入れる相談窓口を設置し、
就労の支援その他の自立に関する問題
について、情報提供、支援計画の作成、
支援計画に基づく就労支援などの支援を
行います。

継
続

○

生活困窮
者からの
新規相談
件数

3,335
人

3,588
人

3,502
人

13,499
人

未定

自立相談支援事業所（ステップ）におい
て、令和２年度新規相談件数は12,563
件、自立相談支援事業所（ＪＯＩＮ）におい
ては、936件となっている。
ステップにおいては、様々な相談（就労、
生活習慣、家族関係、負債、住環境等）
を受け、自らが支援するほか、適切な関
係機関へのつなぎを実施し、ＪＯＩＮにつ
いては、ホームレスへの相談支援であ
り、就労や安定した生活への支援を実施
している。
また、ステップの相談支援は、全市を1ヵ
所の事業所で対応しているが、本市は広
域であることから、相談者の利便性確保
と新規相談者の掘り起しを目的に、各区
へ出向く出張相談会を定期的に実施。令
和２年度は53回開催した。

2か所の自立相談支援事業所（ステップ、
JOIN）にて引き続き相談を受け付ける
他、市内各所での出張相談・巡回相談を
行い、まだ支援につながっていない生活
困窮者の掘り起しを行う。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

4

生活困窮者自立
支援事業（住居確
保給付金)
【再掲４－２】

離職者であって就労能力及び就労意欲
のある方のうち、住宅を喪失している方
又は喪失するおそれのある方に対して、
住宅と就労機会の確保に向けた支援を
行うことを目的に、住居確保給付金を支
給します。

継
続

○
支給決定
件数

63件 64件 41件 1,424件 未定

令和２年度は、省令改正で年齢要件の
撤廃と離職要件の緩和が行われ、対象
者が拡大された。対象要件の緩和等に
より、新規相談件数は3,376件となり、うち
1,424件に対し支援決定を行った。

令和３年度も、引き続き多くの申請が見
込まれる。今後も省令に則り、事業を実
施していく。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

生
活
保
護
世
帯

、
生
活
困
窮
世
帯
へ
の
支
援
の
推
進
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5
就労ボランティア
体験事業
【再掲４－１】

直ちに一般就労への移行が困難な生活
保護受給者又は生活困窮者に対して、
就労に従事する準備としての基礎能力
の形成を支援するため、就労体験やボラ
ンティア活動の場を提供します。

継
続

○
事業への
参加人数

114人 125人 134人 92人 未定
・受入事業所…141ヶ所
・参加者…92人

令和２年度と同様に事業を実施し、参加
者の拡充を図る。

継
続

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

6
札幌まなびのサ
ポート事業
【再掲２－２】

生活困窮世帯の中学生の子どもに対し、
学習習慣の定着を図り高校進学を実現
するとともに、自己肯定感を持てるような
居場所の提供を行うことを目的とした学
習支援事業を実施します。

継
続

○

学習支援
事業の参
加人数

618人 522人 479人 448人 未定

「貧困の連鎖」を防ぐため、生活困窮世
帯の子どもに対する学習支援を平成24
年から実施している。
令和２年度は生活保護受給世帯及び就
学援助利用世帯の中学生を対象に市内
40会場（約15名/会場）で600名程度の受
け入れを見込み実施した。その結果、
448名が本事業へ参加し、年度末まで参
加した中学３年生の高校等進学率は
100%であった（対象者との連絡不通によ
り、進路未確認者３名）。

令和３年度も引き続き、生活保護受給世
帯及び就学援助利用世帯の中学生を対
象とし、学習支援を実施する。
実施規模は昨年同様、市内40会場（15
名/会場）で600名の受入を見込んでい
る。
また、高校進学後のフォローアップを実
施することで中退防止に向けた取り組み
も行っていく。

拡
充

個別学習支援
の開始時期に
ついて、例年
は６月として
いたが令和４
年度より４月
開始とする見
込みである。

保健福祉局
総務部

保護自立支
援課

7

保育所等の利用
調整
【再掲２－１、５－
２】

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点します。

継
続

○ ○
加点の実
施

実施 実施 実施 実施 実施

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点した。

未就学児のいるひとり親世帯や低所得
世帯等の親が、安心して就労や求職活
動等に専念できるよう、保育所等に入所
する際の利用調整において加点する。

継
続

子ども未来局
子育て支援部

保育推進課

8
実費徴収に係る
補足給付事業
【再掲２－１】

保育・教育に必要な物品の購入に要する
費用等を各施設・事業者が実費徴収す
る場合に、国の制度に合わせて生活保
護世帯に助成します。

継
続

○ ○ ― 対象人数1486人 対象人数1297人見込み
継
続

子ども未来局
子育て支援部

施設運営課

生
活
保
護
世
帯

、
生
活
困
窮
世
帯
へ
の
支
援
の
推
進
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